






























































A	study	of	power	utilizing	equipment	control	based	on	electricity	usage	analysis	In	recent	years,	development	of	technology	for	high	energy-efficiency	targeting	low-carbon	society	advances	day	by	day	as	the	attention	to	global	environmental	grows.	Smart	grid	is	a	new	electricity	grid	architecture	as	a	fusion	of	conventional	power-grid	and	Information	and	Communication	 Technology	 (ICT).	 Since	 global	 standards	 communities	 such	 as	 IEEE	 are	developing	 frameworks	 of	 smart	 grid’s	 technology,	 experiments	 of	 inter-connected	 power	demand	 devices	 and	 distributed	 energy	 resources	 are	 highly	 required.	 In	 this	 situation,	Vehicle-to-Grid	 (V2G)	 and	 Energy	 Management	 System	 (EMS)	 are	 key	 technologies	 for	attaining	smart	grid.	V2G	manages	batteries	of	EVs	for	maintaining	power	grid,	and	EMS	is	a	unified	control	system	of	electric	devices.	In	this	research,	two	energy	services	are	presented:	control	system	of	charging	infrastructure	at	a	parking	lot	and	that	of	heating	and	ventilating	devices	at	an	educational	facility. For	the	first	energy	service,	the	effect	of	power	demand	leveling	was	simulated	by	using	EV	batteries	based	on	information	obtained	at	Fukue	port	terminal	building	and	its	parking	lots.	This	simulator	focused	on	evaluating	the	differences	in	different	EV	battery	exchange	methods	from	 the	 perspective	 of	 the	 global	 issue	 of	 concerning	 standards.	 The	 realistic	 evaluation	which	uses	actual	parameters	was	not	conducted	in	this	kind	of	evaluation.	Therefore,	in	this	study,	a	physical	parameter	of	actual	EV	batteries	of	a	large-scale	lithium-ion	battery	was	used	for	 the	 simulator.	 Actual	 demand-side	 parameters	 at	 the	 simulation	 were	 also	 defined	according	 to	 the	 result	 of	 long-term	 observation	 of	 the	 target	 building.	 As	 the	 EV	 battery	exchange	methods,	the	fuzzy-based	method	and	sequential-based	method	considering	power	demand	leveling	and	SOC	recovery	of	a	battery	were	proposed	and	evaluated.	The	simulation	results	showed	that	at	least	5	[kW]	of	maximum	electricity	usage	was	saved	in	a	large	building	with	floor	space	of	2335	[m2],	the	average	power	consumption	of	26.6	[kWh],	and	the	amount	of	 202	 parking	 spaces	 and	 EV	 charging	 station	 when	 the	 EV	 introducing	 parameter	 was	defined	as	40	cars	in	fixed-battery	type	model	and	as	31	cars	in	removable	battery	type	model.	Since	the	proposed	methods	and	results	can	be	applied	to	commercial	and	public	large-scale	buildings	of	larger	power	demand,	these	methods	are	expected	as	promising	energy	services	using	smart	grid. For	the	second	energy	service,	HVAC	control	experiments	using	educational	facilities	were	conducted	by	constructing	experimental	environment	unifying	the	following	three	elements:	an	indoor	index	considering	intellectual	efficiency,	a	measuring	method	of	counting	number	of	 people	 in	 a	 room	 which	 is	 applicable	 to	 a	 ventilation	 controlled	 environment,	 and	integration	of	multi-vendor	HVAC	devices.	As	the	integration	of	multi-vendor	HVAC	devices,	the	proposed	control	system	was	based	on	a	global	standard	approved	in	2011.	This	research	proposes	productivity	measurement	index	using	both	thermal	comfort	and	concentration	of	carbon	dioxide	that	are	defined	individually.	To	obtain	the	number	of	persons	in	a	room,	which	is	 required	 to	measure	 the	 productivity	 index,	 an	 estimation	method	 of	 persons	 by	 using	environmental	sensors	of	 temperature,	humidity,	and	concentration	of	carbon	dioxide	was	developed	 for	 preserving	 privacy.	 The	 effect	 of	 energy	 saving	method	 using	 the	 proposed	
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えたサービスの検討が国際的に行われている．我が国においても，2009 年に国内 12 都市を対
象に選定された，EV・PHV タウン，および次世代社会システム実証地域にて，エネルギーサー
ビスを始めとした次世代インフラで想定されるサービスの実証が行われた．これらの構想におい






































本論文は全 7 章により構成される．それぞれの章の概要は以下の通りである． 
 第 1 章：はじめに 
 第 2 章：スマートグリッドの背景 
 第 3 章：EV 市場の動向と Vehicle-to-Grid に関する研究 
 第 4 章：室内環境の評価指標に関する研究 
 第 5 章：ファジィ制御を用いた仮想蓄電池の実装提案 
 第 6 章:建物の知的生産性指標と制御手法の提案 
 第 7 章：本研究のまとめ 
第 2 章では世界的な環境意識向上と，スマートグリッドの研究背景について述べる．第 3 章
では電気自動車導入に関する動向と仮想蓄電池の既存研究について紹介する．第 4 章では室
内の温熱環境，空気質環境と，作業効率，相対学習効率の関係性について関連研究を紹介し，
その問題的について言及する．第 5 章では駐車場の充電インフラ制御について述べる．第 6 章

















 これに倣い，数字に単位を付与する場合も同様に表記する．例えば，1 [W]と表記する． 





ば，1 台や 1 人と表記する． 
 1 時間や 1 時間後，1 週間，1 年といった時間・時刻表記については時間の単位を有す
るが，[時間]といった表記を文中で用いることが殆ど行われないため，慣例的な表記とし
て直接記載する．なお，あくまでも慣例としての対応であり，[y]，[h]，さらに[s]といった表
記はこれを用いる．同様に慣例的な表記として，years, hours, seconds については直接表
記する． 
 パーセントやパーセンタイル(%で表記)は一般に無次元であるため，単位とはみなさず直
接表記する．ppm (parts per million)も割合であり一般に無次元である．従って，単位とみ
なさず直接表記する．これは，例えば 102 を 10E2 と表記することはあるが，10(E2)と表記
する例がないことに倣っている． 
 パーセントやパーセンタイルを表記の注釈として明記したい場合は，[%]と記載する．例え















(IPCC: Intergovernmental Panel on Climate Change)の 第 5 次 評 価 報 告 書 (Summary for 




報告されている．これらは，気候変動に関する国際連合枠組条約(UNFCCC: United Nations 
Framework Convention on Climate Change)をはじめとする，地球温暖化に対する国際的な取り
組みに科学的根拠を与える重要な資料である． 












年の期間に，世界平均海面水位は 0.19 [m]上昇したと報告された．さらに，大気・海洋中の CO2
濃度増加も大きな問題となっている．大気中の温室効果ガスである CO2，CH4，N2O は，少なくと
も過去 80 万年間で前例のない水準にまで増加した．第 5 次評価報告書では，CO2 濃度は大気







環境における熱エネルギー量の増加は，人為起源の CO2 が原因であるとされており，CO2 排出
量削減に着目した国際的議論が行われている．IPCC の発表では，具体的な温暖化に関する分
析結果として以下の点が指摘された． 
 今世紀末の気温上昇は，厳しい温暖化対策が取られなかった場合は 2.6～4.8 [℃]上昇
し，人間と地球の自然体系へ不可逆なリスクが発生する． 
 今後数十年間の大幅な温室効果ガス排出削減が極めて重要である． 
 世界の平均気温上昇を産業革命以前と比べ 2 [℃]未満に抑えるためには，2050 年まで
に CO2 排出を 40～70%削減し，今世紀末までに排出をほぼゼロにする． 
2.1.2 国際的合意が技術開発へ与える影響 
CO2 排出削減目標の取り決めは，エネルギー面での技術開発目標へ影響を及ぼしている．
2005 年に開催された G8 Gleneagles Summit において G8 から依頼を受けて以降，IEA 
(International Energy Agency)は有望な温暖化対策を特定するため数々のロードマップを作成し
ている．この IEA は隔年で ETP(Energy Technology Perspectives)2 を刊行しており，2050 年に向






る．IEA が 2013 年に刊行した建築分野における 2DS 達成に向けた計画では，要改善分野の第
一に省エネルギー基準の設備を挙げており，次いで住宅を対象とした省エネルギー改修の実





IEA や IPCC は各国政府機関や環境団体を主なターゲットとして目標を掲げた．一方国連が





ーバ CEO であるポール・ポールマン氏は，2016 年の世界経済フォーラム(ダボス会議)で世界の




















































































エネルギー起源 CO2	 1,059	 1,201	 1,076〜1,089	 1,143	
	 産業部門	 482	 452	 424〜428	 416	
業務その他部門	 164	 239	 208〜210	 234	
家庭部門	 127	 174	 138〜141	 179	
運輸部門	 217	 257	 240〜243	 231	
非エネルギー起源他	 202	 257	 240〜243	 231	













































るには，電気機器を統合制御する EMS (Energy Management System)の開発が重要となる．特に
建物のエネルギー設備全体を，情報通信技術を用いて監視・制御するシステムのことを，BEMS 
(Building Energy Management System) ， 一 般 家 庭 の 建 物 の 場 合 HEMS (Home Energy 
Management System)と呼び，センサから日々集積されたデータを用いて機器制御によるエネル
ギー削減を行う．BEMS は商用施設やオフィスでのエネルギー管理システムであり，HEMS は
BEMS の技術を家庭用に応用した技術である 12．さらに，これら省エネを実現する EMS や蓄電







会システム実証地域があげられる．これらの構想には，CEMS をベースとした EMS の導入が行
われた．EMS 導入にあたり，建物を対象とした BEMS，一般家庭の電力消費を管理する HEMS，
集合住宅へ導入された分散電源，EV バッテリーや固定蓄電池を用いた電力ストレージ，再生









がなされた 13, 14． 
EV・PHV タウン構想は，今後国際的に開発・普及が予想される EV とプラグインハイブリッド自
動車(PHV)の国内普及モデルの確立，そして低炭素社会の実現に向けた応用技術開発を狙い

















保つ上で重要である．例えば，IEEE,IEC,ITU の標準化団体が，スマートグリッドや EMS におけ
る通信プロトコル(ZigBee, PLC, WiMAX 等)を定め，技術的な大枠が明確となったことで，今後さ
らなる普及が見込まれている．本小節では，スマートグリッド内での複数デバイス間の相互接続
性を過去の運用経験に基づき定めた IEEE2030，および BEMS や HEMS に関するスマートグリ
ッド内における通信プロトコルを定めた IEEE1888 について紹介する．  















たプロジェクトで年間 5 億ユーロを節約した実績を上げている． 
アメリカでは，2008 年にテキサス州 Austin18，そしてコロラド州 Boulder がスマートグリッドプロ














この他にも，カナダ，ドイツなどでも実証実験が進んでいる．Hydro One はカナダ Ontario の
大規模スマートグリッドである 20．本事例は，Trillian の標準的通信インフラに基づいて構築され
ている．2010 年の終わりから，本システムはオンタリオ州 130 万人の顧客へサービスを提供した．
さらに 2008 年から，ドイツの都市 Mannheim では，BPL (realtime Broadband Powerline)通信を都





証に関わる取り組みの中で，三菱電機が量産型 EV と家庭の充電ステーションを連携する V２H 
(Vehicle-to-Home) を発表し 22．さらには 2009 年に開始した EV・PHV タウン構想においても三
菱電機の量産型 EV を導入した電力系統応用が検討された． 
また，IEEE2030 は技術フレームワークの定義に注力しており，スマートグリッドでの主要な電
力需要家である建物内部で用いる，マルチベンダからなる電力需要機器の制御プロトコルまで
は踏み込んでいない．そこで，次に説明する IEEE1888 が，IEEE2030 と同年に策定された． 
2.2.2.2 IEEE1888 
BEMS，HEMS を含む，スマートグリッドにおける通信プロトコルの国際標準規格として
IEEE1888 が存在する．IEEE1888 は，次世代 BEMS やスマートグリッド向けに開発された
FIAP(設備情報アクセス・プロトコル)をベースとした通信規格であり，2011 年 2 月に標準化され
た 23．この規格は，通信方式に HTTP と XML を採用しており，これまでベンダ毎に構築されてい
たビルの設備システムを統合，連携することを目的としている．  
具体的には，図 2 のように 24，各センサや設備の情報を送受信する各フィールドパスからのデ
	














IEEE1888 で送られてきたコマンドを発行する．ゲートウェイは必ず TCP/IP ネットワークに接続さ
れ，IEEE1888 の通信インターフェースを提供する．接続の対象となるシステムには，各ベンダが














2.3 2 章のまとめと本研究の位置付け 
世界的な温室効果ガス排出量削減目標が，京都議定書にて決定し，国際的に省エネ意識が
高まっている．環境問題に関しては，1997 年の京都議定書から始まり，2015 年のパリ協定，そし
























表 2 スマートグリッドに関連した周辺状況と研究の経過 
年	 周辺の状況と研究の経過	
1997	 第３回気候変動枠組条約国会議(COP3)にて，京都議定書を採択 4	







2010	 長崎県五島市福江島にて「長崎 EV&ITS プロジェクト」を開始	
2011	 東日本大震災	
	 スマートグリッドの国際標準化(IEEE188824,	IEEE203016)が進む	
2013	 慶應義塾大学にて，学習環境に特化した EMS を実装・実験	
	 第２次安倍内閣が EMS・ストレージシステムの開発・性能向
上を重視したロードマップを発表 5	





































第3章	 EV 市場の動向と Vehicle-to-Grid に
関する研究 
3.1 EV 市場の動向 
我が国では，エネルギーセキュリティの向上や環境負荷低減への対応，自動車産業の競争
力強化の観点から，2030 年までに新車販売に占める次世代自動車(EV)の割合を 5 から 7 割と
することを目指す「日本再興戦略改訂 2015」が政府より発行された．さらに，ドイツでは 100 万台，
イギリスは 150 万台，フランスは 200 万台を 2020 年の普及目標とし，中国では 2025 年までに
3500 万台，そして車両数に見合った充電設備を設置すると発表している．このように，世界中の
積極的な EV 導入が進んでいる 26． 














3.1.1 EV の車両導入動向 
我が国の EV・PHV の累計販売台数は，2009 年度以降の 6 年間で約 12 万台と，ハイブリッド




部の欧州諸国の EV 市場の伸びは著しく(図 5)，今後 EV・PHV 普及拡大に向けた世界的な競
争の激化が予想される． 
国際的な側面から，将来的なEV・PHVの普及台数の見通しに関する議論が進んでいる．IEA
が 2012 年に発表した Energy Technology Perspective28 では，いくつかのシナリオ毎に見通しを




新車販売市場において EV・PHV が 7%のシェアを占めるとする一方，普及が進まない 4DS シナ
リオ(The 4℃ Scenario)では，2%程度にとどまるとされている．これらの状況を踏まえ，ドイツでは
100 万台，イギリスは 150 万台，フランスは 200 万台を 2020 年の普及目標とした．さらに中国で
は，2025 年目標として 3500 万台，車両数に見合った充電設備の設置を発表している． 
我が国では，他の先進国の積極的な姿勢，温暖化対策の促進，EV・PHV 市場の早期確立か
ら，2DS シナリオに則したの目標設定が望ましいと考え，2020 年までに最大で保有台数 100 万
台を目指すこととしている．さらに，2030 年の EV・PHV の保有台数を全体の 16%，新車販売で
は全体の 20 〜 30%と見込んでいる．これは，2016 年時点のシェアが 1%以下であることを踏まえ
ると，極めて野心的な目標を積極的に達成する姿勢が見て取れる． 
3.1.2 充電インフラの整備導入率拡大 
















ミュレーションでは 29，約 30 [km]ごとに充電器が整備されれば，理論上電欠は起きないとの結果
が示されている．CHAdeMO 協会の報告によれば 26，急速充電器の施設数は 2017 年 1 月時点







2020 年時点で最大 100 万台を目標とするには，多くの潜在的なユーザーに EV・PHV の利便性
向上を実感させる取り組みが必要となる．そのためには，ある程度大規模で集客数が多い目的
地から重点的に設置を働きかけることが効果的である．駐車可能台数が 100 台を超える大規模
商業施設や宿泊施設など，今後重点的に設置が進む施設を表 3 に示す．普及率を 100 万台，







宅だけでも，分譲共同住宅の持ち家が約 460 万戸，賃貸共同住宅等の借家が約 533 万戸存在
する．このうち，周期的に訪れる住宅の大規模修繕，年間の新築数，駐車場の設置率を考慮す
ると，2020 年の EV・PHV の普及達成に向け，年間 2,000 基の共同住宅への基礎充電の設置が
必要と計算されている． 
3.1.3 電力市場と V2G の位置付け 
電力市場はいくつかの異なる市場に分類でき，それぞれに制御方針が異なる．そこで，最も
表 3 経産省が試算する，対象施設ごとの設置目標目安 26 
対象施設	 設置目標目安	
大規模商用施設	 約 3,000 店舗	 駐車場台数を 209 万台分とすると，約 0.9
万台分の設置を目指す．	
宿泊施設	 約 1,200 施設	 駐車場台数 108 万台分とすると，約 0.5
万台分の設置を目指す．	
観光施設	 約 890 施設	 各施設１基ずつ(約 0.1 万台分)の設置を目
指す．	
遊戯施設	 約 2,500 施設	 駐車場台数 51 万台分とすると，約 0.2 万
台分の設置を目指す．	










• Baseload power 
Baseload power は 24 時間体制で供給される電力で．典型的な電力供給源として，大規模な
原発，石炭火力発電等，kWh 当たりの発電コストが安い電源が用いられる．一般的に，安価か
つ安定的な発電を前提とした，長期間の利用に基づいた売買が行われる．当該分野は，既存
研究から V2G を利用するには価格競争の面から不適切であることが知られている 33, 34．その理
由として，走行が主目的である EV 利用の特徴，バッテリー容量の限界値，利用期間の寿命短
縮，そして kWh 当たりのコストの高さなどが Baseload power として用いる際に障害となることなど
が挙げられる．また，V2G の強みであるレスポンス時間の早さ，低い待機電力が Baseload power
では活かせない点も，V2G と相性が悪い理由である． 





ている．既存研究から，V2G は特定条件下において Peak power に対して有効であることが証明
されている 33, 35．必要となる時間間隔は 3 〜 5 時間となっており，EV の搭載バッテリー容量が解
決されれば V2G に適した領域である．このバッテリー容量問題は，連続的に複数の EV から電
力を取り出せる，もしくは他のコジェネシステムと統合されていれば解決可能となる 35． 
• Spinning reserve 








Spinning reserve のような料金形態は V2G に適している．多くの EV は自宅・駐車場に充電器
へ接続された状態で駐車しており，比較的短い時間でありながら”spinning”状態として収益を得










Regulation down のどちらか片方だけが稼働する．Regulation は基本的に，電力網の観測結果






3.1.4 EV バッテリーのモジュール化に関する国際的議論 
EV の国際標準規格について議論する際，V２G への影響が論点となる場合がある．例えば，
2013 年に行われた EV 無線給電に関する議論(EVWPT: Electric Vehicle Wireless Power 
Transfer)36 が挙げられる．3.1.2 で述べたように，EV の普及モデルを確立する上で充電インフラ
に関わる議論は不可欠であり，特に頻繁な充電が想定される EV 充電では，駐車するだけで充
電ができる無線給電に注目が集まっている．無線給電の規格化を目指し IEEE 標準化委員会よ
り開始した EVWPT では，EV ストレージのモジュール化が議論された．EV ストレージのモジュー
ル化案として，EV から取り外しが可能な方式(IEVBS: Interchangeable EV Battery System)，取り








まず，2016 年に発表された Tugrul U. Daim らは，前述した EV の世界的な導入目標の具体
化に伴い，V２G を用いたデマンドレスポンスに基づいた新たな市場が構築されつつあると報告
している 37．V２G が対象とする電力市場は，Peak power，Spinning reserve，Regulation であり，
特に Tugrul U. Daim らは日中のピークシフトに対し注目している．これは，将来的に一般家庭へ
の充電設備が充実することで，電気料金の安い夜間に自宅で EV の充電を行い，電気料金の
高い日中に EV から放電するという運用が期待されるためである．2017 年現在では，世界中の
ほとんどの企業が商用施設の充電設備開発をターゲットとしているが，5 年後には V２G 利用を
念頭に置いた一般家庭向け充電市場が，商用施設を上回る市場へと成長すると予測されてい







EV および V２G の技術開発を語る上で，大気正常化に関するレギュレーションである 1990 年
に CARB (California Air Resources Board)が制定した ZEV (Zero Emission Vehicle)法，2019 年
より中国が制定する NEV (New Energy Vehicle) 法は重要である 38．CARB は，カリフォルニア州
での販売台数が一定以上を超える大手自動車メーカー (GM, Ford, DaimlerChrysler，トヨタ，日
産，ホンダ，マツダ)に対して，電気自動車の販売台数を義務付けた．当初は電気自動車のみを
対象としていた ZEV は，2〜3 年毎の度重なる見直しを経て，導入義務の目標設定の詳細化と
PHV や燃料電池車等(FCV)のハイブリット車も対象とするよう修正が加えられた．2017 年現在で
は，ZEV を 17%以上販売しなければ罰金が科せられるルールとなっている．中国では，従来補
助金を活用した EV 普及促進を試みてきたが，さらなる普及促進を目的とした NEV 規制が 2019
年より開始される予定である．NEV 規制では，ZEV と同様に購入者ではなく自動車メーカーへ
の EV 販売目標を設定している． 
ZEV によるカリフォルニアの環境へ配慮した非ガソリン車の積極的導入が進む中，Willett 
Kempton を中心とした AC Propulsion 社が EV の分散電源としての利活用を提案した 35．V２G と
いうコンセプトを明確に定義したのは，Willett らの研究が初めてである．1998 年から 3 年分のカ
リフォルニアでの電力データを活用し，ストレージサイズ・有用性・経済的ポテンシャルの 3 点に
ついて評価を取った．ZEV から予想される EV の導入台数と，利用可能なストレージ容量を換算
した結果，最も EV が運転状態にある 3〜6 時の時間帯でさえ 92%の EV が V２G として利用可
能であり，3.1.3 にて紹介した３つの電力市場(Peak power, Spinning reserve, Regulation)に対し
有効である結果を示した． 
V２G 技術に関する実験は初期段階ではあるが，政府主導の研究レベルで行われている．
Delaware 大学の Sandia National ラボは，2007 年に MAGICC (Mid-Atlantic Grid Interactive Car 
Consortium)を開始した 39．MAGICC は V２G のコンセプトを証明するため始まったプロジェクトで
あり，PHI，Google，Delaware Green Energy ファンド等からの援助をもとに，研究開発・実証実験
を行った．当該プロジェクトは，V２G の環境・経済的効果を証明し，V２G 関連における商品開発




るための障害も存在する．例えば Salman らの調査によると 40，特定個人の EV に対しバッテリー
の充放電を頻繁に行うことで，バッテリーの劣化が進むことが懸念されている．しかし，バッテリー
を含む EV の性能向上は日進月歩であり，V２G 利用に伴うバッテリー劣化コストの定量化は困
難である．適切な運用に基づいた制御を行えば，バッテリーの劣化を最小限に抑えられるもの
の，一般電力需要家の EV を用いた V２G の実運用を達成するには，バッテリーのパラメータ(抵
抗値等)に基づいた何かしらのルール設定が必要である．加えて，単純に EV 普及に伴う充電量
の増加が懸念されている．カリフォルニアでの研究によれば 41，Plug-in EV が kWh あたり 30 
[mile]移動し，50%が同時に充電を行った場合，普及率が 20%から 100%へ増加すると，年間消費











3.2.1 Regulation (周波数調整) 
太田らは 42，再生可能エネルギーの導入時の周波数安定を保証するため，スマートグリッド状
況下での V2G 利用を提案した．太田らは EV 利用者の要求を満たす LFC (Load Frequency 






周波数調整を実現するため，各 EV の充電状態(SOC: State of Chargning)に応じた V2G ゲイン
特性を設計した．電力システムの周波数は正規分布に従い変動するとし，SOC を安定的に自律
制御できるシステムを考える．まず，EV のプラグインケーブルの容量により，最大出力の絶対値
Pmax [kW]が決定される．また図 6 に示す通り，予測される最大周波数偏差Δfmax [Hz]から出力
の最大ゲイン Kmax [kW/Hz]を決定する．次に，SOC(high or low)に応じた出力抑制ゲイン K を
(3-1)のように決定し，(3-2)で出力 P [kW]を決定する． 
これにより，V2G 制御では SOC=50%となるよう制御される(図 7)．なお，EV のバッテリーは SOC
が高い(低い)状態で充電(放電)すると，過充放電や劣化に対するリスクが増大する．そこで，太
田らの研究では，SOCmax=90%，SOCmin=10%，SOChigh=80%，SOClow=20%としている． 




ると，出力期待値 PV1G [kW]と充電電力量 WV1G [kWh]，そして(3-4)から充電時間 TV１G を推定す
る．この推定した TV１G の最大値を用いて，プラグアウトまでの余裕がなくなるタイミングで V2G 制
御から V1G 制御に切り替える． 
	 𝐾 = 𝐾%&' (1 − + 𝑆𝑂𝐶 − 𝑆𝑂𝐶/01(3453)𝑆𝑂𝐶789	(%4;) − 𝑆𝑂𝐶/01(3453)<=>	 (3-1)	
	 	 	
	 𝑃 = 𝑃%&' ∙ 𝐾	 (3-2)	
	
	 𝑃ABC = 𝐾%&' ∙ 𝜎√2𝜋 	 (3-3)	
	





想定するシミュレーション条件は，周波数が 60 [Hz]，100 V コンセントにおける 1/30 秒サンプ
リングのものを 4 秒に間引いて利用する．また，電気自動車の利用スタイルとして，夕方７時プラ
グイン，翌朝７時プラグアウトの１２時間でのシミュレーションを想定している．バッテリーの容量は 
16.2 [kWh]，最大出力 Pmax は 5 [kW]，最大ゲインは周波数偏差 0.33 [Hz]で最大出力となる 150 
[kW/Hz]としている．初期 SOC が 20%でプラグインされ，12 時間後に 90%でプラグアウトするシナ
リオを想定し，V1G 充電時間 TV1G の推定には周波数の標準偏差σの過去４時間の最小値を利
用している． 
シミュレーションの結果を図 8 に示す．SOC を 20%から 90%に充電する際の電力量 11.59 [kW]
に対し，V2G による追加的な充放電電力として，充電で 8.04 [kWh]，放電で 7.78 [kWh] が得ら
れた．プラグインされてから 3 時間程度は放電抑制により，SOC が 50%に近づくように制御され，
その後は SOC を 50%付近に保つように V2G 制御が実現されている．図 8(c)の実線はプラグア
ウトに備えた V1G 充電時間の推定値であり，8.66 時間の時点でプラグアウトまでの時間(点線)
を上回るため，V1G 制御に切り替わっている．そして，プラグアウトまで約 1 時間を残した段階
(11.1 [時間])で，充電が完了している．以上の結果から，EV ユーザーの要求を満たしつつ EV
がプラグイン中の 12 時間で LFC を提供できる結果が確認できた． 
	
図 6 周波数偏差に対する V2G 制御の垂下特性 42 
	
	





樋田・関らは 43，実際に設置された NAS (sodium and sulfur)電池を用いたキャンパス施設の受
電電力ピークカットをシミュレーションにより評価した．NAS 電池はストレージシステムの中でも比
較的大容量のストレージであり，世界 200 箇所で 270 [MW]，東京電力管轄内では 96 箇所で
180 [MW]を超える NAS 電池が 2010 年時点において導入されている．樋田・関らの実験対象と













ここで，Pi,j は予測修正時間 i における時間 j の需要，x1 は正規化された年間(週間)需要パタ
ン，x2 は正規化された週間(曜日別)需要パタン，x3 は気温．x4 は予測修正時間 i の需要，C0 は
	 𝑃4,K = 𝑎B𝑥B + 𝑎=𝑥= + 𝑎O𝑥O + 𝑎P𝑥O= + 𝑎Q𝑥P + 𝐶R	 (3-5)	
	 	 	
	
0 ≤ 𝑥U ≤ 1	𝑓𝑜𝑟	𝑘 = 1,2	𝑖 = 8,10,12,14,15,16,17,18	𝑗 = 8,10,12,14,16,18, 𝑖 + 1	𝑓𝑜𝑟	𝑖 < 𝑗	 	
	
	





だし，予測修正時間の 1 時間後は非常に相関が強いため，予測需要点として x4 を加えている．
さらに，需要が立ちさがる 15，17 時前後は電池の枯渇に対する影響が大きいとし，１時間間隔
での予測とした．x1 では年間の最大需要が１となるよう正規化し，年間で 52 週ある週間需要を過












ここで，Err は誤差，T [d]は予測と実績を含む需要点(d=1,2,…,7)，Pn,T [d]は予測対象日 n に
おける T [d]時点の需要，Pm,T[d]は過去日 m における T[d]時点の需要，Pave,t は t 時における過







し，利用電力量が有効残存電力量に当てはまる目標受電電力 P0 を計算する．5) 需要家の負荷
が P0 を超えた時，超えた需要電力分を電力貯蔵装置の放電電力で賄う．6) 1)〜5)を予測修正
時間毎に繰り返す．これらの制御プロセスにおいて，需要の変化に反応して契約電力超過(ピー
クオーバー)を防止し充電した電力を夜間までに使い切ることで，設備の有効活用が可能となる． 
	 𝐸𝑟𝑟 = cd𝑃;,e[g] − 𝑃%,e[g]i=/gjB 	 (3-6)	
	 	 	

















3.3 3 章のまとめ 
本章では，国内外における EV 市場の動向，そして V２G の研究について紹介した．表 5 へ
本章で紹介した事例についてまとめる． 
EV の普及目標として，中国では，3500 万台，ドイツでは 100 万台，イギリスは 150 万台，フラ
ンスは 200 万台としており，我が国では 100 万台と設定している．さらに我が国では，大規模商
用施設・公共施設を中心に，充電設備を 2020 年までに 100 万台分設置する目標を設定してい
る．それに加え，将来的には共同住宅を中心とした一般家庭への充電設備の普及も目指してい
る．このように，世界的に EV の導入が進む中，V２G を活用した電力インフラへの貢献として，
Peak power，Spinning reserve，Regulation が期待されている． 
1990 年にカリフォルニア CARB が制定した ZEV 規制に伴い，2001 年に AC Propulsion 社が
EV のストレージを電力インフラの安定化へ活用する V２G の可能性を示した．その後，2000 年
代半ばへかけてマイクログリッド・スマートグリッド・EMS への社会的な期待が高まるにつれ，V２G
を用いた再生可能エネルギーの有効活用・デマンドレスポンスに関するシミュレーション，および





２G の必要性は高まっている．2020 年に向け，中国の NEV 規制の制定，国内の EV 導入増加，
表 4 負荷追従運転と固定運転のシミュレーション結果 43 
	 余剰日数	 最大受電電力	 平均日負荷率	
固定運転	 0	 3807	 70.3	
k=0	 0	 3577	 74.0	
k=1	 6	 3574	 73.5	




















②に関しては，2013 年に行われた EV 無線給電に関する議論(EVWPT)で論点となった，異
なるバッテリー交換方式が V２G へ及ぼす影響について考慮した点である．議論の対象となった，





表 5 EV および V２G に関する研究年表 
年	 EV および V２G の研究動向	 周辺の状況	








































2013	 EV 無線給電の国際的議論(EVWPT)	 慶應義塾大学にて，学習環境に特化し
た EMS の実装・実験を行う	
	 	 第２次安倍内閣が EMS・ストレージ
システムの開発・性能向上を重視した
ロードマップを発表 5	







2019	 中国が NEV 規制を制定開始	 	





























4.1 温熱快適性(PMV: Predictive Mean Vote)の指標 
空調機制御において，多くの場合は温度管理のみ考慮されているが，より詳細な室内環境快
適性を計測するという考え方から，温熱環境の評価指標である PMV (Predictive Mean Vote)を
導入する例が見られる 45．PMV は，1985 年にデンマーク工科大の Fanger らが快適性評価式を
大規模な検証実験結果を元に構築したモデルであり 47，体の代謝量 M [W/m2]，そして外的要
因がもたらす熱負荷 L [W/m2]を用いて次式で表される． 
これら M，L は数値化が容易ではないため，熱的快適性に関係する 4 要素 (室温，相対湿度，
輻射，気流) と活動量，着衣量を含めた 6 要素を用いて PMV を算出するのが一般的である．さ
らに，アメリカ暖房冷房空調学会(ASHRAE: American Society of Heating, Refrigerating and Air-





Conditioning Enginerrs) が PMV と快適域の評価尺度を理解しやすい 7 段階評価へと拡張させ
ている(表 6) 48．この評価尺度は，ISO-7730 として国際規格に採択されており，PMV が 0 から±
0.5 に収まる範囲が最も快適な温熱環境である 49．Fanger らは，PMV による年齢や性別といった
暑さ寒さの感じ方の個人差に対応するため，温熱環境に不満足や不快さを感じる人の割合，す
なわち予測不快者率 PPD (Predicted Percentage of Dissatisfied) と PMV の関係性を評価してい
る．ISO が快適とする-0.5<PMV<0.5 では不快者率が 10%以下(PPD<10%)となる． 
PMV を用いた空調制御に関する研究は世界各地で行われている．2006 年に Yoghong 
Huang らは 50，線形化させた PMV のファジィ予測モデルを利用し，制御器を設計した．この制御
器と従来の PID 制御器を比較した結果，提案手法は PID 制御よりも快適な制御を達成した上






4.2 CO2 濃度が意思決定に与える影響 
一般に，室外の CO2 濃度は 380 ppm 前後であり，都心エリアでは 500 ppm に達することもあ
る．ここで，「ppm」とは百万分率を表し，parts per million の略である．厚生労働省は，室内の
CO2 濃度を 1,000 ppm 以下に維持することを基準としており
52，これを超える CO2 濃度の空気を
吸引すると呼吸，循環器系，大脳の電気活動に変化が見られたとの報告もある 53．さらに，






Usha Satish らは室内環境で一般に起こりうる CO2 濃度と意思決定に関するテスト結果から，９通
りの作業効率と CO2 濃度の関係を評価した
55． 
Usha らは，6 つのグループに分けた 18 才以上の地元大学生を被験者とし，3 つの CO2 濃度
表 6 PMV の適応範囲，および７段階評価尺度 48 
PMV の適応範囲 PMV の７段階評価尺度 PPD(予測不満足率) 
PMV -2 < PMV < +2 +3 暑い 99[%] 
代謝量 0.8〜4 [met] +2 暖かい 75[%] 
着衣量 0〜2 [clo] +1 やや暖かい 25[%] 
空気温度 10〜30 [℃] 0 中立 5[%] 
平均放射温度 10〜40 [℃] -1 やや涼しい 25[%] 
平均風速 0〜1 [m/s] -2 涼しい 75[%] 





を維持した室内(600 ppm, 1,000 ppm, 2,500 ppm)に 2.5 時間の間滞在させた．室内温度は 22.9 
〜 23.1 [℃]の間で維持され，全ての実験は 1 日の 9 時〜11 時半，12 時半〜15 時，16 時〜18
時半のスケジュールで実施された．各試験の間には 1 時間の室外での休憩が挟まれ，１度目と
２度目の試験の合間に各自が準備した昼食をとった．3 種類の CO2 濃度は被験者ごとに均等と
なるよう振り分けられ，その順番はランダムで選ばれた．被験者には室内 CO2 濃度は知らされず，
意思決定能力に関する試験 56 を受けた．試験には複雑なオフィスでの作業例として，文章校正，





図 9 は，９つの作業(basic activity, applied activity, focused activity, task orientation, initiative, 
information usage, information usage, breadth of approach, basic strategy)に対する試験結果を，
22 人の被験者と３つの CO2 濃度(600 ppm：緑色ひし形，1,000 ppm：水色四角形，2,500 ppm：赤
色三角形)に関して表記したものである．このうち，focused activity と information search を除く７
つの作業(basic activity, applied activity, task orientation, initiative, information usage, breadth 
of approach, basic strategy)が，CO2 濃度とスコアの間に明らかな関係性を示しており，CO2 濃度
が 2,500 ppm の場合に顕著な意思決定能力の減少を示している．この結果を，９つの作業と
CO2 濃度ごとにパーセンテージ表記した結果が図 10 である．図 10 では各作業と作業効率を 5
つのレベル(superior，very good，average，marginal，dysfunctional)に分割しており，ほぼ全てに
おいて，600 ppm から 1,000 ppm で緩やかな意思決定能力の低下を示している．さらに，1,000 
 





ppm から 2,500 ppm では多くのスコアが marginal，dysfunctional へ属しており，1,000 ppm を超え












2004 年に発表された D. Wyon らの研究がある 60．D. Wyon らは，デンマークやシンガポールの
コールセンターの実測や実験室ベースの実験結果から，室内空気環境が劣悪な環境では，オ





の正確な測定が比較的容易である．例えば，P. Wargocki らは 61 外気取り入れフィルターの交換
(6 ヶ月使い古したフィルターを新品のフィルターに交換)，外気導入量の増加(2.5 [L/s]から 25 
[L/s])がコールセンターの知的生産性に及ぼす影響を検討している．なお，Wargocki らは知的
 





















D. Wyon ら 63 が行った教室の温度と学習効率の関係に関する実験は，4 人の少年グループ
が 20 [℃]，23.5 [℃]，27 [℃]の環境条件下で実験を行なっている．実験の結果では，中間の温
度域では明らかな傾向は見られないが，最も高い温度設定では勉強に関する作業効率が最も
低下している．これは，室温上昇が教室内の子供に対し，覚醒や機敏さを低下させる効果があ
ると考えられる．また，Wargocki ら 64 による，教室環境と学習効率に関する発表によると，室温設








































から平均着衣量を算出している．その結果，換気量小の条件で PMV が 0.8 程度，換気量大の
条件で PMV が-0.1 程度となり，換気量小では，ISO の設定する熱的な快適推奨域をやや外れ
 
図 11 予備校での学習効率実測手順 54 
表 7 換気量の設定条件 59 
実測日 換気量 講義科目 被験者数 
3/20(日) 3.5 [回/h] 理論系科目 構造 1 41 
3/27(日) 0.4 [回/h] 構造２ 41 
4/3(日) 0.4[回/h] 暗記系科目Ⅰ 計画１ 50 
4/10(日) 3.5 [回/h] 施工１ 50 
5/15(日) 3.5 [回/h] 暗記系科目Ⅱ 計画２ 57 






気量大の条件で安定的に 990(±80) ppm，換気量小の条件で最大 5,000 ppm を超える結果と













ここで，x は空気質の不満足者率，y は確認テストの平均点(0 ≤ 𝑦 ≤ 100)である．次に暗記
系科目を対象とした場合の一人当たりの換気量と確認テスト平均点の相関を分析している．対
数近似を用いた近似曲線は，R2=0.73 の相関が見られた．実験結果から，空気質の不満足者率
を 10%削減すると，学習効率が 9.1%向上する結果となっている．また一人当たりの換気量を 10
倍にすると学習効率が 13%増加したと記されている． 
	 𝑦 = −0.823𝑥 + 89.21	 (4-2)	
	
 






















	 𝑦 = 0.04ln	(𝑥) + 1.00	 (4-3)	
	
	




表 8 は実測実験における PMV の条件を示している．PMV (-0.8→+0.4)という条件は，温熱環
境を時間内で変化させることを意味する．具体的には，PMV が涼しい側(-0.8)から暖かい側 
(+0.4)に変化させる環境条件である．その他，熱的中立条件(再現性を含め2回設定)としてPMV
が 0.0 程度，やや暖かい条件設定である PMV+0.5，やや寒い条件設定である PMV-0.5 の 4 種
類の PMV 条件を設定している．なお，PMV の定義では PMV-0.5 から+0.5 までの快適な環境と
され，この範囲は全て快適であると見做すことが出来る．施工，計画分野の２つの暗記系科目の
広義において実験し，換気量はすべてのケースにおいて同一量(一人当たり 約 25 [m3/h])に制
御している． 
実地実験の結果，PMV (0.0)の環境条件を基本とした場合，PMV (-0.8→+0.4)，PMV (-0.1)，






多項式近似により R2=0.99 の相関が認められる結果となった．PMV を x，テストの点数を y とした
場合，近似式は次のようになる． 
ここで，y はテストの平均点(0 ≤ 𝑦 ≤ 100)，x は室内の PMV を示している．また，PMV (-0.8
→+0.4)は PMV が一定でないため，相関分析の対象から排除している．この結果から，学習効
率が最大となる PMV は-0.24 と算出されている．村上らの実地実測では，換気量一定の条件で 
PMV のみを変化させた場合，熱的中率である状態よりもやや涼しい状態において学習効率が
最大となり，涼しい側比較して暖かい側の学習効率低下が大きくなる結果を得ている． 
4.4.3 CO2 濃度と室温が作業効率へ及ぼす直接的影響の評価 
既存研究から，教室内の総合的な知的生産性は，温熱快適性(室温もしくは PMV)との間に
二次関数的な関係をもち，空気質(CO2 濃度もしくは換気量)との間には対数的な関係がある．こ
	 𝑦 = −16.2𝑥= − 8.0𝑥 + 80.8	 (4-4)	
	
表 8 現地実測の条件 59 
実測日 ケース名 環境条件 科目 被験者 
2/19(日) PMV (-0.8→+0.4) 涼しい側から 
徐々に暖かくなる 
施行 1 90 
2/26(日) PMV (0.0) 熱的中立 施行 2 86 
4/9(日) PMV (-0.1) 熱的中立 施工 3 74 
5/7(日) PMV (+0.5) 暖かい 施工 4 73 









た後，17 時ごろにオフィスのネットワークを利用し，Web 上でアンケートの回答を実施している． 
この実験環境は，７階建オフィスビルの 4F，5F を利用しており，被験者は 354 名の社員，い










	 作業効率	 = 100 −予測向上率	 (4-5)	
	
表 9 現地実測の測定結果 71 
実測日 4F 5F 
室温 [℃] CO2 濃度 [ppm] 室温 [℃] CO2 濃度 [ppm] 
7/11(水) 24.9±0.7 740±90 27.0±0.8 620±20 
7/18(水) 26.9±0.5 710±80 24.9±0.7 630±50 
7/25(水) 25.0±0.6 780±90 27.7±0.4 760±70 
8/1(水) 27.5±0.4 780±90 25.1±0.6 740±60 
	
	








のが図 14 である．図中では，室温 25.5 [℃]，CO2 濃度 774 ppm の時，作業効率が最大になっ
ている．また，室温 25.5 [℃]から離れるごとに作業効率が低下し，室温 26 [℃]付近では CO2 濃





言える．例えば，室温 25.5 [℃]，CO2 濃度が 770 ppm 付近では，CO2 濃度の減少に伴い学習
効率が低下するという，既存研究とは異なる推定結果が得られている．よって，既存研究を踏ま
えつつ，CO2 濃度の減少に伴い学習効率が単純増加し，温熱指標として室温ではなく PMV を
活用した指標を新たに設定する必要がある． 
4.5 建物の温熱特性 
4.4 では，室温と CO2 濃度が知的生産性に与える影響について，村上・伊香賀らの実測実験



































示す．従って，面 1 が面 2 ですべておおわれている場合はφB= = 1となる． 
(4-9)は熱伝導や対流のように温度差 θB − θ= の一次式で表現されていないため，計算上不




(4-7), (4-10)から，壁体から空気へ伝えられる対流と放射の総合熱量 q (4-12)で与えられ，α
を総合熱伝達率という．  
	 𝑞 = 𝛼d𝜃 − 𝜃i	 (4-7)	
	
	 𝑞𝑟 = 𝜑B=𝜀B=𝜎(𝑇BP − 𝑇=P)𝑆B	 (4-9)	
	
	 𝐸 = 𝜎𝑇P = 𝐶  𝑇100P	 (4-8)	
	
	 𝑞 = α(𝜃B − 𝜃)	 (4-10)	
	
	 𝑞 = (α + α)d𝜃B − 𝜃i = 𝛼(𝜃B − 𝜃)	 (4-12)	
	



















して図 15 のように表される．時刻 t において，温度 T1 から T2 へ熱が移動する際に，熱流量(q1 
- q2)が物体内に蓄熱される．各熱抵抗での熱流量 q は，温度差と熱抵抗により決定される．熱
変化を RC 等価回路で表現した関係式を次に示す． 
RC 等価回路は熱的変化だけでなく，ロボティクス(Position angle, Force torque)・化学
(Concentration, Reaction rate)・電磁気(Magnetic potential, Magnetic Flux)など幅広い分野のモ
デル化に活用される 74．利点として，独立した異なる現象が相互的に影響し合う系を相互接続
	
𝑞 = α4; + 𝜆𝛿 + α0¡l (𝜃4; − 𝜃0¡l)	
	 = 𝐾(𝜃𝑖𝑛 − 𝜃𝑜𝑢𝑡)	 (4-13)	
	
	
𝑐 𝑑𝑇(𝑡)𝑑𝑡 = 𝑞B(𝑡) + 𝑞=(𝑡)		 = 𝑇(𝑡) − 𝑇1(𝑡)𝑅1 + 𝑇2(𝑡) − 𝑇(𝑡)𝑅2 	 (4-18)	
	
	 𝑑𝜃𝑑𝑡 ≠ 0	 (4-14)	
	 	 	
	 𝑑𝜃𝑑𝑡 = 0	 (4-15)	
	
	 V = RI	 (4-16)	
	 	 	






温熱変化を細かい粒度で表現する場合は RC の数を増加，３次元的に表現する場合は図 15 を
上下に連結することで表現できる． 
建物の温熱シミュレーションでは，細かい粒度で立体的な温熱変化を予測する CFD 
(Computer Fluid Dynamics)を除き，経験的に 2R1C(図 15)もしくは 3R2C を最小単位としてモデ
ル化する場合が多い 75．また，熱抵抗 R の数値は，簡易的な設計では物理量からの推定値を等
分割し，精度を向上させる場合は実際の熱変化を観測した結果から数値解析的に決定する．
後述するシミュレーションの結果から，本研究では物理量から推定される熱抵抗 R を等分割した




ここでKは部屋の i 番目の熱貫流率，Sは部屋の i 番目の部位の面積，cªρは空気の容積比
熱，nVは換気量を意味する．すなわち，建物全体の熱取得または熱損失は，空気の移動を伴












𝑞 =c(𝐾𝑖𝑆𝑖𝑖 + 𝑐m𝜌𝑛𝑉)(𝜃4; − 𝜃0¡l)	
	 = 𝐾𝑆(𝜃𝑖𝑛 − 𝜃𝑜𝑢𝑡)	 (4-19)	
	
	













図 16 1 部屋の RC 回路表現 
	
	





















わらないため，T= = Tとすれば，(4-22)となる． 
	
普通面	´𝛼k = 5.6 + 3.9𝑣		(𝑣 ≤ 4.9	[𝑚/𝑠])𝛼k = 7.2𝑣R.¸¹	(𝑣 > 4.9	[𝑚/𝑠]) 	 (4-21)		 	
	 粗面	´𝛼k = 6.2 + 4.3𝑣		(𝑣 ≤ 4.9	[𝑚/𝑠])𝛼k = 7.6𝑣R.¸¹		(𝑣 > 4.9	[𝑚/𝑠]) 	
	
表 10 自然対流熱伝達率𝛼 
部位	 c値	 𝛼 	 備考	∆θ = 5[℃]	 ∆θ = 10[℃]	
暖房時の天井面	 2.67	 4.0	 4.8	 自然対流作用大	
暖房時の床表面	 0.64~0.87	 0.9~1.4	 1.0~1.5	 自然対流作用小	
垂直壁表面	 1.98	 2.9	 3.5	 	
	





(4-22)において，{中かっこ}の中は温度係数β	[KO]と呼ばれる値であり，常温ではβ ≅ 1 ± 0.1
とされている．したがって，放射熱伝達率αとして，室内の仕上げ素材はε = 0.9程度であるから，α = 0.9×0.9×5.67×1 = 4.6	[W/m= ∙ K]と近似することができる．そして，建物外壁の熱放射の





ここで，𝛿Àは土の厚さであり，1 [m]とする．𝑇Àは 1 [m]下の地温 11.5 [℃]であり，農林水産省の
資料 76 を参考にした．地温の決定には 22 年間の横浜での平均値を採用した．各年の冬期(1，





触れる．最後に外気温と放射を考慮した SAT (Solar-Air Temperature)について述べる． 
• 日射 
室内側	 𝛼4 ≅ 4.6 + 4.4 = 9	
	 	
外壁側	 𝛼0 ≅ 5.1 + 17.9 = 23	
	
	
α ≅ 𝜀B𝜀=𝛿 (𝑇BP − 𝑇=P)𝑇B − 𝑇= 	
	
= 𝜀B𝜀=𝐶 ÁÂ 𝑇B100ÃP − Â 𝑇=100ÃP𝑇B − 𝑇= Ä	 (4-22)	
	
	 𝐾 = 1𝑅 = 11𝛼4 + ∑ 𝛿4𝜆4 +4 𝛿À𝜆À 	 (4-24)	
	





太陽光線は主に 1. 直達日射(Direct radiation)，2. 天空日射(Diffusion radiation), 3. 反射日












	 𝐽 = 𝐽g + 𝐽 + 𝐽 	 (4-25)	
	
	
図 18 直達日射と大気層 
	 𝐽g; = 𝐽R +𝐽g;É𝐽R <%Î%ÎÏ = 𝐽R𝑃 B¯3	 (4-26)	
	 	 	













ここで， 1 − BÓ¯Ò= は地面の形態係数であり，ρÔは地面の日射反射率(アルべード)と呼ば
れる．本研究では，「乾いた灰色の地表面」として定義されている(25 < ρÔ < 30)の平均値とし











	 𝐽8 = 𝜎𝑇&P(0.526 + 0.076Ø𝑓)	 (4-32)	
	
	 𝐽Ò = 1 + 𝑐𝑜𝑠 𝜃2 𝐽3	 (4-29)	
	
	 𝐽Ù = 1 − 1 + 𝑐𝑜𝑠 𝜃2  𝜌C(𝐽g3 + 𝐽3)	 (4-30)	
	 	 	
	 𝐽k = 12 𝜌C(𝐽g3 + 𝐽3)	 (4-31)	
	



























𝑞 = 𝛼Rd𝜃0 − 𝜃𝑓i + 𝛼𝑠𝐽 − 𝜀𝐽𝑒	
	 = 𝛼R ´𝜃0 + 𝛼𝛼R 𝐽 − ε𝐽𝑒𝛼R − 𝜃𝑠à	
	 = 𝛼R(𝑆𝐴𝑇 − 𝜃𝑠)	 (4-36)	
	 	 	
	 SAT = 𝜃0 + 𝛼𝛼R 𝐽 − ε𝐽𝑒𝛼R 	 (4-37)	
	
	 𝐽À3 = 𝜎𝑇&P(0.474 − 0.076Ø𝑓)	 (4-33)	
	 	 	
	 𝐽ÀÙ = (1 + cos 𝜃2 )	𝐽À3 	 (4-34)	
	





SC (shading coefficient)とは，標準とする 3 [mm]厚普通透明板ガラス１	[m=]を通して室内に流
入する日射熱量に対する，実際に用いる熱線吸収ガラスや遮蔽物付きの窓ガラス１ [m=]を通し




さらに，より詳細な日射熱量を算出する場合は，SC の代わりに SHGC (Solar Heat Gain 
Coefficient)または g-value(4-38)が用いられている 78． 
SC は窓からの透過・吸収・反射の比率を考慮した係数であるが，加えて窓ガラスのフレーム
が日射を遮る影響と，ガラスに吸収された日射の一部が室内と屋外に発する熱を考慮した指標
が SHGC および g-value (ISO 9050)である．(4-38)のように，SC より詳細にモデル化されている
ため，本研究においても g-value を採用する．なお，SHGC と g-value はそれぞれ米国と欧州を
中心に採用されており，空気の比重の定義がわずかに異なるが，一般的には同じ値として扱わ
れることが多い． 
また，簡単化のため，SC へ 0.87 を乗算することで算出する場合もある 78．Ismail ら 79 は，詳細
な実測により SC，SHGC を計測したが(表 11)，この簡単化がおおよそ正しいことも証明されてい
るため，本研究では表 11 の厚さ 3 [mm]を窓ガラスのモデルとして採用する． 




ついて，表 12 へ年表として示す． 




	 𝑔 − 𝑣𝑎𝑙𝑢𝑒 = 𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙	𝑠𝑜𝑙𝑎𝑟	ℎ𝑒𝑎𝑡	𝑔𝑎𝑖𝑛𝑖𝑛𝑐𝑖𝑑𝑒𝑛𝑡	𝑠𝑜𝑙𝑎𝑟	𝑟𝑎𝑑𝑖𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛	 (4-38)	
	



















次元マップにて示した．ASHRAE は CO2 濃度が９種類の作業へ与える影響の大きさについて，













択された国際技術標準 IEEE1888 に基づき，2012 年に EMS の環境構築を行った点と，②在室
情報を取得するセンシング技術，教育環境に適した室内環境評価指標を組み合わせ，教育施
設での EMS を活用した省エネ化を評価した点である． 
①に関しては，複数のベンダ機器からなるビル設備を IEEE1888 に基づいたプロトコルを用い














表 12 室内環境が知的生産性へ及ぼす影響に関する研究年表 
年	 温熱環境・知的生産性	に関する研究	 周辺の状況	



























































おける電力充電インフラ制御では，Spinning reserve と Peak power への EV バッテリーの活用を
目標とする．具体的には，数秒から１日の電力負荷平準化効果を実証する．3.1.2 で述べた通り，
我が国では 2030 年までに大型商用施設約 3,000 店舗へ EV0.9 万台分，宿泊・公共施設等を
含めると EV2 万台分の充電インフラを導入する目標を設定している．実際の評価環境として長
崎県福江島を用いる．福江島は，未来の EV 普及モデル確立，および低炭素化と QoL を両立






要平準化は重要な課題である．また，太陽光発電や EV 用急速充電器が導入され，将来の EV・
PHV タウンの縮図が構築されている．福江島の面積は 326 [km2]，人口は 4 万人であり，福江島
には 20 〜 50 [km2]間隔で急速充電器が設置されている．この島に，MITSUBISHI MOTORS が
製造した商用 EV である i-MiEV が 150 台導入された．全国各地において最も EV が普及した

























とし，複数の EV ストレージを統合する際のエネルギー効率低下について考慮しない． 
制御において秒単位での制御間隔を，また 2012 年当時の組み込み機器にて構築可能な充








表 13 モデリング対象の名称と分類 
分類	 名称	 属性	 実在の有無	
Plant モデル	 大規模商用電力系統	 電源	 現実	
	 太陽光発電システム	 電源	 現実	
	 福江港ターミナルビル	 需要家	 現実	
	 リチウムイオンバッテリー	 ストレージ	 仮想	
	 交換可能 EV バッテリー	 ストレージ	 仮想	
	 交換不可能 EV バッテリー	 ストレージ	 仮想	










ルビルの EMS は，2011 年時点の組み込み機器を用いた，ビル内で完結する制御環境で構築
された． 
本エネルギーシステムで考慮する設備を表 13 へ，各モデルの概略図を図 19 に示す．ソフト
ウェア要件は，MATLAB Version 7.11.0.584(R2010b)，Simulink Version 7.6，SimPowerSystems 
Version 5.3(交流電気回路シミュレーション用)としている．更に，シミュレータ構築に使用した主












出力	[%]é	 ê00		40035 		60057 		1000100 ë	
パワーコンディショナの最大出力	[W]	 20000	
パワーコンディショナの効率マップì入力	[%]























5.2.2 Plant モデル 
Plantモデルは大きく，ストレージモデル(Virtual Power Storage model)とEMSモデル(Real EMS 
model)の 2 種類に分類される．ストレージモデルは，固定リチウムイオンバッテリー(FLIBS)，交換
可能 EV バッテリー(IEVBS)，交換不可能 EV バッテリー(MEVBS)についてモデル化する．また，
EMS モデルでは，系統電源，需要家，太陽光発電システムについてモデル化する． 

















である．但し，Pout はバッテリーシステムの出力電力[W]，Bloss はバッテリー損失 [W]，Rnominal はバ
ッテリー内部抵抗 [Ω]，Vnominal はバッテリー定格電圧[V]である．図 21 にて蓄電池モジュールモ
デルの図を示す． 
インバータモデルでは，上位コントローラからの指令により，リチウムイオンバッテリーと福江港
タ ー ミ ナ ル ビ ル の 双 方 向 で 電 力 の や り 取 り を 行 う ． イ ン バ ー タ は ， SimPowerSystems
の”Controlled CurrentSource”ブロックの電流源をコントロールすることで模倣した．また，後述
する Load の場合と同様，”Discrete PI Controller”を使用した PI 制御により出力電力をフィード
バックして電流を制御している．電源と同位相でコントロールすれば充電モード，逆位相なら放
電モードになる．インバータにおける損失は，SOC [%]に対する効率マッピングにより計算してい
る．図 22 にてインバータモデルの図を示す 
b) 交換可能 EV バッテリーシステム(IEVBS: Interchangeable EV Battery System) 






	 𝐸î = ï (𝑃0¡l(𝑡) − 𝐵/0(𝑡))𝑑𝑡lR 	 (5-1)	
	 	 	



























ルは”EV バッテリーモジュール”と”EV インバータモジュール”の 2 つのモデルから成る．図 23
は IEVBS モデルの全体図である． 
EV バッテリーモジュールモデルでは，ステップ毎に入力される電力を積算して EV バッテリー
に蓄えられるエネルギーを計算する．入力される電力は，EV バッテリー内の内部抵抗による損
失を考慮している．”EnergyOfEvBattery”の積分器は EV の接続情報”EvConn Enable”が 0 から
1 に変化したときを EV の発着の瞬間とみなし，EV バッテリーの充電量を”deltaE”の値に準じて
リセットする．(5-3)に EV バッテリーの接続中のエネルギー計算式を，図 24 にて蓄電池モジュー
ルモデルの図を示す．ここで，Pout は EV バッテリーの出力電力 [W]，Bloss は EV バッテリー損失 
[W]，Rnominal は EV バッテリーの内部抵抗 [Ω]，Vnominal は EV バッテリー定格電圧，t0 は直前の
EV の接続状況が変化した時刻[s]，t は現在の時刻 [s]をそれぞれ表す．なお，EV の発着により
リセットをかける際のエネルギー計算式については，5.3.1 で説明する． 
EV インバータモジュールモデルは，上位コントローラからの指令により EV バッテリーと電源を
双方向に電力受給する．SimPowerSystems の”Coltrolled Current Source”ブロックの電流源を制
御する事でインバータを模倣している．この制御には SimPowerSystems の”Discrete PI 
Controller”を利用した PI 制御を用い，交流回路上の出力電力をフィードバックして電流制御を
行う．システムは，電源と同位相で電流を制御すれば充電モード，逆位相ならば放電モードとし
て動作する．また,インバータの損失は SOC [%]と変換効率のマッピングにより計算する．図 24 に
モデル図を示す.  
c) 交換不可能 EV バッテリーシステム(MEVBS: Multi-EV Battery System) 
MEVBS モデルは，駐車場に到着した EV がインバータを通じて電源に接続し，各 EV が駐車
中にグリッド内の電力制御へ参加するモデルである．基本的な MEVBS の動作やモデル構成は
	




IEVBS と同様であるが，出発時にフル充電の EV ストレージを受け取る IEVBS と異なり，各 EV
の SOC を回復させつつ電力制御へ参加する必要がある．そのため，MEVBS には後述する充
放電指令値分配コントローラが必要となる． 
本モデルは複数の”i-MiEV”モジュールからなり，”i-MiEV モジュール”は”i-MiEV バッテリー”
と”i-MiEV インバータ”の 2 種類のモデルから成る．また，各々の”i-MiEV モジュール”に対して，
予め決定した利用スケジュールに沿い，充電量を 15 分毎に不連続に変化させる事により，EV





積分器には EV の接続スケジュール情報”EvConn Enable”が 0 から 1 に変化したときを EV の
	
図 26 系統電源モデル 
 
	





を積分器の初期値としてリセットする． EV バッテリーのエネルギー計算式は (5-3)で示しており，
エネルギー計算の側面では IEVBS と同様である．また，i-MiEV インバータモデルも，IEVBS の
EV インバータモジュールモデルと同様である． 
d) 系統電源 
系統電源は無限大母線と仮定し，SimPowerSystems ライブラリの”Controlled Voltage Soucre”
ブロックを利用した電圧源とした．モデリング対象は西日本の商用電源であるため，振幅100 2，
周波数 60 [Hz] の Sin 波を入力し実現している．また，単相 3 線式の配電線を模倣するために，
このブロックを 2 つ直列に接続し，100 [V] (L1-N，L2-N)，200 [V] (L1-L2)が取り出せるようにし




csv ファイルの内容を読み込んでおいた loadmodel パラメータからの電力指示値により，電源か
ら 電 流 を 引 く よ う に 電 流 源 を コ ン ト ロ ー ル し ， 負 荷 と し て 模 倣 す る ． ま た ， 同 様 に
SimPowerSystems の”Discrete PI Controller”を使用した PI 制御により，交流回路上の負荷電力
(負荷電力としての実現値) をフィードバックして電流をコントロールする．図 27 にこの負荷モデ
ルを示す． 
f) PV 
PV システムモデルは，”PV パネル”と，”パワーコンディショナ”の 2 つのモデルから構成され
る．このモデルには 3 つの動作モードが存在し，1 つ目は日本気象協会から提供されている標
準気象データ METPV-3 にある日照量から動作するモード，2 つ目は実際の PV システムの出
力電力の計測値を入力し動作するモード，3 つ目は任意の出力電力指令値を入力し動作する
モードである．図 28 に PV モデルの全体図を示す． 
PV パネルのモデルは，METPV-3 の日照量データ (0.01		[𝑀𝐽/𝑚=]]を(1	[𝑊/𝑚=])に単位変
換して日射量-発電マップに入力し，単位 PV パネル当たりの発電量を計算する．パネルの枚数
を変更する事で発電規模の変更が可能である．図 29 に PV パネルのモデル図を示す. 
PV のパワーコンディショナモデルは，PV パネルの出力を入力としてパワーコンディショナの
効率マップから損失分を差し引いた電力を SimPowerSystems の”Controlled CurrentSource”ブ
ロックを用いて電流源として出力している．SimPowerSystems の”Discrete PIContorller”を使用し
た PI 制御により，交流回路上の出力電力をフィードバックして電流を制御している．図 30 にパ
ワーコンディショナのモデル図を示す．  








図 28 PV システムの全体図 
 
 
図 29 PV パネルのモデル図 
 
 












先に紹介した IEVBS と MEVBS は，駐車場に駐車した EV を仮想的に統合された集積電池と
して扱うことを考える．そこでコントローラモデルとして，1) 集積電池を制御するバッテリーコントロ
ーラ，2) バッテリーコントローラがけ停止た指令値を各 EV へ分配する制御指令値分配コントロ
ーラを設計する．ここで，1) バッテリーコントローラは充放電指令を決定するため全ての蓄電池
(FLIBS, IEVBS, MEVBS)で使用するが，2) 制御指令値分配コントローラは EV ストレージの SOC














KV-1000 およびその開発環境である KV-BULIDER によって設計可能であることを前提とした．
本研究は，バッテリーの実装方式の違い，すなわち固定リチウムイオンバッテリー(FLIBS)，交換




仮想蓄電池の SOC は，IEVBS(5-4)と MEVBS(5-5)でそれぞれ次式として表される． 
EIEVBS(t)は IEVBS に蓄積された時刻 t [s]のエネルギー量 [kWh]，N は駐車スロットの数，Ci は
	 𝑆𝑂𝐶ñòAîó(𝑡) = 𝐸ñòAîó(𝑡)∑ 𝐶4ô4jB ×100	 (5-4)	
	 	 	





i 番目の EV 蓄電池の容量 [kWh]，SOCi(t)は i 番目の EV の SOC，fi は i 番目の EV の駐車フラ
グである． 








お，バッテリーコントローラでは，現在の状態(時刻 t)から 30 分後の指令値 S(t+Δt) を決定し，そ








𝑆%4; ≤ 𝑆(𝑡) ≤ 𝑆%&' 	 (5-6)	
	
表 15 バッテリー制御コントローラにおける変数 





a) ファジィ制御手法 (CDCF: Charge Discharge Control using Fuzzy) 
CDCF では，受電電力指令値 S(t) を決定する問題を，ファジィ制御を利用して解決する．制
御指令値 S(t) の CDCF を用いた決定は 30 分毎に行う. 
一般にファジィ制御では，入力変数セットのファジィ化，ファジィルール適用，出力変数セット
の非ファジィ化という 3 段階のプロセスを経て出力変数セットを得る．バッテリーコントローラでは，
現在の充電状態である SOC(t)と現在の時刻 t から 30 分後の受電指令値 S(t+Δt)を決定し，線
形補完することにより，かく制御指令値 S(t)を決定する．また，受電指令値の定数制限を反映す









ルの電力需要 6 時から 18 時までが高需要，それ以外の時間が低需要という特性が明らかとな
った．そこでこの需要特性を制御へ反映させることで，主目標の受電電力平準化と副目標の
SOC 回復を目指す．以下では実際に決定した変数ごとのメンバシップ関数を示す. 
SOC のメンバシップ関数には，図 31 のように台形型と三角形型のメンバシップ関数を利用し
た．ここで台形型のメンバシップ関数を利用したのは，クリスプな表現である台形の上底分と，フ
ァジィな表現である台形の斜辺部分が組み合わさっている事で，より現実対象に適した制御を
可能とするためである 82．また，Z4 の 50%中心の急な三角形メンバシップ関数を利用する事で，
シミュレーション終了時に SOC を 50%付近に収束させる事ができる．またこれと同じ理由により，




様な 7 区間分割に決定した．  
	 𝑆𝑂𝐶(𝑡 + ∆𝑡) = 2 ∙ 𝑆𝑂𝐶(𝑡) − 𝑆𝑂𝐶(𝑡 − ∆𝑡)	 (5-9)	
	
	 𝑆(𝑡) = d1 − 𝛼(𝑡)i ∙ 𝑆%4; + 𝛼(𝑡) ∙ 𝑆%&' 	 (5-7)	
	 	 	







図 31 SOC のメンバシップ関数 
 
	
図 32 時刻 t のメンバシップ関数 
	
	




シミュレーション経過時間 t のメンバシップ関数は，図 32 に示す通り三角形型のメンバシップ
関数だけを利用した．これは，需要家の需要特性が，時間によって比較的明確に決まっている
ことを考慮した結果である．3 ≤ t ≤ 6，15 ≤ t ≤ 18において隣の区間と重なりが急であるのは，
この区間の SOC が充放電の限界が近くなりやすい時刻であり，制御を慎重に行う必要があるこ
とが需要解析で分かったためである．更に，制御対象の受電電力特性が大まかに見て 6 時間毎
に変化することから，t を大きく分けて，６時間ずつ分割した．以上により，図 32 の様な 7 区間分
割のメンバシップ関数を採用した. 










ミナルビルでは 6 時から 18 時までが高需要，それ以外の時間が低需要である．以下では図 32
で表した時間帯(t1 から t7)，並びに図 31 で表した SOC の状態(Z1 から Z7)に関するルールを
紹介する． 
• 区間 t1 のとき: 低負荷の初期段階であるため，Z4 を目標にする． 
• 区間 t2 のとき: Z5〜Z6 を目標とする． 
• 区間 t3 のとき: 低負荷から高負荷の推移状態であるため，Z7 を目標とする． 
• 区間 t4 のとき: 高負荷かつ放電の中間点であるため，Z4 を目標とする． 
• 区間 t5 のとき: Z3〜Z2 を目標とする． 
• 区間 t6 のとき: 高負荷から低負荷への推移状態であるため，Z2〜Z1 を目標とする． 
• 区間 t7 のとき: 低負荷かつシミュレーション終了が近づいているので，Z4 を目標とする． 
これらの目標を元に，αが 1 に近いほど充電になりやすく，αが 0 に近いほど放電になりやす
い事を踏まえて(5-7)，以下の図 34 様なファジィルールを決定した．なおこのルールは例の一つ
であり，5.2.2 で紹介した負荷，PV パネルの状態をもとに必要に応じて微調整を行う． 
入力されたファジィセットは区間名(言語表現)とそのメンバシップ値の対によって構成される．
例えば SOC = 30% に対しては，(区間名: Z2，メンバシップ値: 0.5)，(区間名: Z3，メンバシップ
値: 0.5)といった具合に構成する．これが時刻 t についてもあるので，今回の SOC，t のメンバシ
ップ関数では，メンバシップ値が 0 でない SOC，t の区間名の組み合わせは 4 種類存在する．こ
れらすべての組み合わせに並行してファジィルールを適用し，図 34 から対応する出力変数α








b) 逐次制御手法(CDCS: Charge Discharge Control using Sequential method) 
CDCS では，コスト関数の定義と 30 分毎の逐次計算により，受電電力指令値 S(t)を決定する．
線形予測された 30 分後の受電電力から，30 分後にコスト関数を最小化する指令値 S(t+Δt)を
算出する．以下に，CDCS で最小化するコスト関数(5-10)，拘束条件を示す． 
ここで，(5-10) の第一項は受電電力変動抑制項，第二項は SOC 回復項である．S は 30 分後
から１日終了まで一定とした受電指令値，受電電力 Svector（S）は受電指令値の履歴から成る配列，
βは二つの目的間の重要度を決定づける定数である．受電電力変動抑制項(第一項)は受電指
令値 Svector での１日の受電電力変動係数の二乗，SOCf(S, t+Δt)は受電指令値が S の時におけ
る 30 分後の予測 SOC，SOCset(t+Δt)はこれまでの電力データから決定した 30 分後の目標 SOC
である． 
次に，CDCS に必要なパラメータ(Svector(S)，SOCf(S, t+Δt)，SOCset(t+Δt))の決定を行う．なお，
拘束条件での Smax，Sminは 5.5.1 で各々のストレージの場合について決定し，βは 5.5.1 の CDCF
により決定されたストレージ最小導入量に基づき決定する． 
• 受電指令値履歴配列: Svector(S) の決定 
本エネルギーサービスは 1 日の受電電力平準化を目指しているため，評価指標として 1 日の
受電電力の変動係数を考慮するのが妥当である．時刻 t 以降に対してはそれ以降の履歴は得
minó 𝐽 = úØ𝑉𝑎𝑟(𝑆kÀl0(𝑆))×100𝑎𝑣𝑒𝑟𝑎𝑔𝑒(𝑆kÀl0(𝑆)) û= + 𝛽∙ ü𝑆𝑂𝐶(𝑆, 𝑡 + ∆𝑡) − 𝑆𝑂𝐶Àl(𝑡 + ∆𝑡)ý=	 (5-10)	
	 	
subject	to	𝑆%4; ≤ 𝑆 ≤ 𝑆%&' 	 	
	
 




られないため，過去の履歴と一定の指令値 S からなる Svector(S)を以下のように定義する． 
ここで，Δt は 30 分を示し，Svector は 49 次元の配列である．また，変動係数は標本分散の二
乗根を標本の平均値で除して求めた無次元の値である． 
• 予測 SOC: SOCf(S, t+Δt) の決定 
SOC の予測値に関しては，線形需要予測法 83 を利用した．まず，現在時刻 t の電力情報か




差が小さかった 14 日間を区間長および評価区間として定めた． 
以下では実負荷電力を Lr(t)と定義し利用する．ΔLr は過去 14 日間のデータから求めた 30
分間の平均実負荷電力変化 [W]，SLr,i(t)は i 番目のサンプリング日の実負荷電力 [W]，
Lr,f(t+Δt)は時刻 t での実負荷情報をもとに算出した 30 分後の予測実負荷電力である． 
次に，(5-15)により 30 分後の SOC の予測を行う． 
S は 30 分後の受電電力の一次元決定変数，Ctotal は仮想集積電池の総容量 [Ws]，ηはスト
レージのインバータ効率 [%]である． 
• 目標 SOC:SOCset(t + Δt)の決定 
福江港ターミナルビルの電力需要は時間的な傾向があり，6 時から１８時までが高需要，それ
以外の時間が低需要という特性を持っている．その傾向に基づき SOC の目標を設定することで，
安定的なストレージ運用が期待できる．そこで，目標 SOC（SOCset(t + Δt)）を決定する．需要家
∆𝐿 = 114 ∙c(𝑆𝐿,4(𝑡 + ∆𝑡) − 𝑆𝐿,4(𝑡))BP4jB 	 (5-12)	
	 	𝐿,(𝑡 + ∆𝑡) = 𝐿(𝑡) + ∆𝐿 	 (5-13)	
	
	 𝐻 = 𝑆 − 𝐿∙(𝑡 + ∆𝑡) + 𝐿(𝑡)2 	 (5-14)	
	 	 	
	 𝑆𝑂𝐶(𝑆, 𝑡 + ∆𝑡) = ⎩⎨
⎧𝑆𝑂𝐶(𝑡) + 100 ∙ 𝐻 ∙ ∆𝑡 ∙ 𝜂𝐶l0l&/ , 𝐻 ≥ 0𝑆𝑂𝐶(𝑡) + 100 ∙ 𝐻 ∙ ∆𝑡𝐶l0l&/ , 𝑒𝑙𝑠𝑒 	 (5-15)	
	







時間とする．また，目標 SOC の値域を[20, 80]としたのは，目標から外れた時にも安全性を確保
する為である． 
5.2.3.2 制御指令値分配コントローラ 
ストレージのタイプが MEVBS の場合，各 EV の状態に合わせた制御指令値を決定しなけれ
ばならない．そこで，駐車場の発着情報を考慮した制御指令値分配コントローラ (SPDC: Set 
point distribution controller)，さらに比較対象となる単純指令値分配法(SSPDC: Simple set point 
distribution controller)を設計する． 
• SPDC の提案 









10%，90%である．本エネルギーサービスでは，i 番目の駐車スペースの EV 利用者から利用予約
	 𝐵l0l&/(𝑡) = 𝐿(𝑡) − 𝑃𝑉(𝑡) − 𝑆(𝑡)	 (5-17)	
	
	 𝐴 = (𝑆𝑂𝐶4(𝑡) − 𝑆𝑂𝐶%4;)𝑓4𝐶4𝑃4(𝑡)∑ (𝑆𝑂𝐶4(𝑡) − 𝑆𝑂𝐶%4;)𝑓4𝐶4𝑃4(𝑡)ô4jB 	 (5-18)	
	 	 	
	 𝐵 = (𝑆𝑂𝐶%&' − 𝑆𝑂𝐶4(𝑡))𝑓4𝐶4𝑃4(𝑡)∑ (𝑆𝑂𝐶%&' − 𝑆𝑂𝐶4)𝑓4𝐶4𝑃4(𝑡)ô4jB 	 (5-19)	
	 	 	
	 𝐵4(𝑡) = ´ {𝜃𝐴 − (𝜃 − 1)𝐵} ∙ 𝐵l0l/&(𝑡), (𝐵l0l&/(𝑡) ≥ 0){−(1 − 𝜃)𝐴 − 𝜃𝐵} ∙ 𝐵l0l/&(𝑡), (𝐵l0l&/(𝑡) < 0)	 (5-20)	
	
𝑆𝑂𝐶Àl(𝑡 + ∆𝑡) =
⎩⎪⎪⎨














t0,i は i 番目のスロットに EV が到着した最新時刻，τi は利用予約時間から算出される定数，k
は実施のデータからフィッティングした整数定数(𝑘 = 1.75×10P)である．また，EV の駐車スロット
から，実際の駐車状態 fi (駐車：1，空車：0)，駐車している EV の充電状態 SOCi(t)，最大バッテリ
ー容量 Ci [Ws]を取得出来る状況を想定している．なお，SPDC における重み係数θは簡単の
為θ＝2 とした． 
• SSPDC の提案 
次に比較対象として SSPDC を設計する．SSPDC は，受電電力 S(t)を考慮せず，駐車中の EV
各々に対し個別に充電のみを行なう手法である．(5-23)に定義を示す． 
ここで，SOCtarget [%]は目標充電 SOC，𝜏4は i 番目の駐車スロットに駐車中の EV の予約駐車
時間 [s]である．この分配法では，受電電力を考慮せず，EV 予約時間から指令値を決定する方
法である．なお，この手法はEVストレージを利用するIEVBS，MEVBSへ利用する．また，SSPDC







	 𝐵4(𝑡) = *− ü𝑆𝑂𝐶l&5Àl − 𝑆𝑂𝐶4(𝑡)ý ∙ 𝐶l0l&/×3600 ∙ 𝑓4100 ∙ 𝜏4(𝑡) , 𝜏4 > 00, 𝑒𝑙𝑠𝑒 	 (5-23)	
	
	 𝜆4 = 1𝜏4	 (5-21)	
	 	 	
















福江港ターミナルビルの EMS では，電力情報，EV の急速充電台の利用履歴，そして駐車場
のカメラ情報を同時に管理している．急速充電台情報，駐車場のカメラ情報により得られた情報
をまとめると，表 16，図 35 の通りである．表 16 の値は，2011 年 1 月 11 日〜4 月 11 日，6 月 4





図 35 カメラ情報から得た EV 利用情報(2011/9/9〜9/15, 10/9〜10/15 のデータ) 
表 16 充電台から得られた情報 
 平均値 分散値 
到着時充電量 [kWh] 6.46 3.04 
















• 到着 EV の駐車時間は，カメラ情報から算出した駐車時間の平均と分散を引数と
する正規分布の試行により決定する 
• 到着 EV の予約時間は，決定した駐車時間を平均値に，分散を 1 時間にした正規
分布のランダム試行により決定する 
• 到着 EV の初期 SOC は，[10 90] で一定分布のランダム試行から決定する 
 











IEVBS モデルで利用する平均到着・出発確率モデルを図 38 に示す．IEVBS では EV は駐車
場到着時にその EV ストレージを取り外して駐車場に提供し(初期充電量 Ein = 6.46 [kWh])，出
発時にフル充電(Eout = 11.74 [kWh]) の蓄電池を持ち去ることを想定する．MEVBS との比較を可
能とするため，IEVBS と MEVBS の利用スケジュールは，平均到着確率，平均出発確率を共有
する．IEVBS の仮想集積蓄電池の充電量は以下の (5-24)，(5-25)，(5-26)を利用して充電エネ
ルギーを 15 分毎に再計算する． 
ここで，ΔE(t)は EV 発着時の集積電池の蓄積エネルギーの変化分[kWh]，Ein は充電台情報
から得た到着 EV の平均充電量 [kWh]，Eout は出発 EV の平均充電量 [kWh]，Parrival(t)は EV の
到着確率 [%]，Pdeparture(t)は EV の平均出発確率 [%]，NM は EV の導入台数[-]，floor()は引数の
整数部分を取り出す関数である．同様に，図 39 に IEVBS の EV 発着時の蓄積エネルギー変化
のイメージを示す． 
	 ∆𝐸(𝑡) = 𝐸4; ∙ 𝜆(𝑡) − 𝐸0¡l ∙ 𝜇(𝑡)	 (5-24)	
	 	 	
	 𝜆(𝑡) = 𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟d𝑁u ∙ 𝑃&4k&/(𝑡)i	 (5-25)	
	 	 	
	 𝜇(𝑡) = 𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟(𝑁u ∙ 𝑃gÀm&l¡À(𝑡))	 (5-26)	
	
 
図 38 IEVBS の EV 利用状況反映の参考図 
 




IEVBS の利用スケジュールに必要な項目は，時刻毎の EV の到着確率・出発確率である．最
も厳しい状況は，EV の駐車確率が最も低い場合である．従って本研究では，統計情報から決
定した時刻毎の最小駐車確率となる到着確率・出発確率を採用する．なお前述した通り，時刻 t
は 15 分毎の離散値とする．2011/9/9〜9/15，10/9〜10/15 のカメラ情報を元に，最小駐車確
率を(5-27)を利用して計算する．次に，(5-28)，(5-29)を利用し管理者にとって最も厳しい到着
確率，出発確率の組み合わせを決定する．実際に算出した結果を図 40 へ，利用した変数の名
称と説明を表 17 へ示す． 
MEVBS 利用スケジュール決定のために必要なのは，各駐車スロットの EV の到着時刻，駐車
時間，駐車予約時間，到着時充電量である．また，IEVBS のケースと同様に，管理者にとって最
も厳しい EV 利用状況は，EV の駐車確率が最も低い場合である．そこで駐車確率が最小となる
EV の到着時刻，および駐車時間を決定する. 
まず，EV の到着時刻，駐車時間を決定する．簡単のため，時刻毎の最低駐車確率を離散化
する．次に離散化した駐車確率に合わせて 10 スロット分の MEVBS 利用スケジュールを作成す
る．この時，(5-30)，(5-31)を利用して，駐車確率が増加する場合は到着判定を，駐車確率が減
少する場合は出発判定を行う． 
表 17 最も厳しい EV 利用スケジュールの決定で利用した変数 
名称 説明 𝑃m&U4;5,%4;(𝑡) 時刻 t の駐車場確率サンプルから算出した最小駐車確率 𝑃m&U4;5,&kÀ&5À(𝑡) 時刻 t の駐車場確率サンプルから算出した平均駐車確率 𝜎23456,78(𝑡) 時刻 t の駐車確率サンプルから算出した駐車確率の標準偏差 𝑃&4k&/,3&gÀl(𝑡) 決定すべき時刻 t における EV の最も厳しい到着確率 𝑃gÀm&l¡À,3&gÀl(𝑡) 決定すべき時刻 t における EV の最も厳しい出発確率 𝛿𝑡 駐車確率のサンプル周期(=15 分) 𝑃g4ÀlÀ,m&U4;5,%4;(𝑡) 𝑃m&U4;5,%4;(𝑡)を離散化した最小駐車確率 𝑃g4ÀlÀ,&4k&/,3&gÀl(𝑡) 時刻 t における EV の最も厳しい到着確率 𝑃g4ÀlÀ,gÀm&l¡À,3&gÀl(𝑡) 時刻 t における EV の最も厳しい出発確率 𝜆(𝑡)	 時刻 t における 10 スロット分の到着 EV 数 𝜇(𝑡)	 時刻 t における 10 スロット分の出発 EV 数 
 
𝑃m&U4;5,%4;(𝑡) = min{𝑃m&U4;5,&kÀ&5À(𝑡) − 2 ∙ 𝜎23456,78(𝑡), 0}	 (5-27)	
	 	𝑃&4k&/,3&gÀl(𝑡) = ´max{𝑃m&U4;5,%4;(𝑡) − 𝑃m&U4;5,%4;(𝑡 − 𝛿𝑡), 0}0 	 (5-28)	





ここで，これらの式はスロット数が 10 スロット分のケースを示している．また，出発する EV の選
 
図 40 最も厳しい駐車確率，到着・出発確率(IEVBS) 
 
 
図 41 最も厳しい MEVBS 利用スケジュール(10 スロット分) 
 𝜆(𝑡)= ´max{(𝑃g4ÀlÀ,m&U4;5,%4;(𝑡) − 𝑃g4ÀlÀ,m&U4;5,%4;(𝑡 − 𝛿𝑡)×10,0}0 	 (5-30)	





択は 10 スロットの中で最も長く駐車している EV を選択した．作成した 10 スロット分の MEVBS
利用スケジュールにおける到着，出発時刻を図 41 に示す．また，同じスケジュールを 5 単位，





を表 18 に示すように定める．なお，本小節以外での L(t)，PV(t)は日付の番号 d を省略して記
載している． 
まず，検証対象の EMS において蓄積された電力データ(2011/1/1〜4/11，2011/6/4〜







まず，各計測日の直近２週間分(2012/3/17 〜 3/31)を対象に，最大一日平均負荷 Lmax，最
小一日平均負荷 Lmin，最大一日平均発電 PVmax，最小一日平均発電 PVmin の値を決定する．以
下に，算出に用いた(5-32)から(5-35)を示す． 
表 18 最も厳しい電力条件決定のためのパラメータ 
名称 説明 𝑑 日付 [-] 𝐿(𝑑, 𝑡) 日付が d で時刻 t の負荷電力 [W] 𝑃𝑉(𝑑, 𝑡) 日付が d で時刻 t の太陽光発電電力 [W] 𝐿(𝑑) 日付が d の１日間の平均負荷電力 [W] 𝑃𝑉(𝑑) 日付が d の１日間の平均太陽光発電電力 [W] 𝐿&kÀ ある期間の𝐿(𝑑)の平均値 [W] 𝜎/0&g  ある期間の𝐿(𝑑)の標準偏差 [W] 𝐿%&' ある期間の統計的に決定した最大の𝐿(𝑑) [W] 𝐿%4; ある期間の統計的に決定した最小の𝐿(𝑑) [W] 𝑃𝑉&kÀ 	 ある期間の𝑃𝑉(𝑑)の平均値 [W] 𝜎mk 	 ある期間の𝑃𝑉(𝑑)の標準偏差 [W] 𝑃𝑉%&' 	 ある期間の統計的に決定した最大の𝑃𝑉(𝑑) [W] 𝑃𝑉%4; 	 ある期間の統計的に決定した最小の𝑃𝑉(𝑑) [W] 𝐿𝑟%&' 	 ある期間の統計的に決定した最大の１日間の平均実負荷電力 [W] 𝐿𝑟%4; 	 ある期間の統計的に決定した最小の１日間の平均実負荷電力 [W] 
 











最大値 87.1 [kW]を取るのは，2011/8/17 であることがわかった．なお，この値は 2011/8/4〜
8/17 のデータに基づき計算されている．次に，同期間の統計最大負荷電力スケジュール Lmax(t)，
統計最小負荷電力スケジュール Lmin(t)は，一日のうち 30 分間平均負荷の最大値と最小値の差
が最も大きな 8/16，その差が小さな 8/4 を利用する．また，最大太陽光発電電力スケジュール
PVmax(t)，最小太陽光発電電力スケジュール PVmin(t)は，一日の平均値が最大となる 8/10 と，最
 
図 42 一日単位での平均実負荷電力 Lr(d)と統計上下限値 
	 𝐿%4; = max(𝐿&kÀ − 2 ∙ 𝜎:0&g, 0)	 (5-33)	
	 	 	
	 𝑃𝑉%&' = 𝑃𝑉&kÀ + 2 ∙ 𝜎mk 	 (5-34)	
	 	 	
	 𝑃𝑉%4; = maxü𝑃𝑉&kÀ − 2 ∙ 𝜎mk, 0ý	 (5-35)	
	
	 𝐿%4; ≤ 𝐿(𝑑) ≤ 𝐿%&' 	 	
	 	 	
	 𝑃𝑉%4; ≤ 𝑃𝑉(𝑑) ≤ 𝑃𝑉%&' 	 	
	
	 𝐿𝑟%&' = 𝐿%&' − 𝑃𝑉%4;	 (5-36)	
	 	 	







履歴を利用し，電力の一日平均値が平均負荷電力の上限値 Lmax = 87.1 [kW]である電力スケジ
ュールのことである．また，統計最大最小負荷電力スケジュール作成に関しては，高受電となる
6 時から 20 時の間だけを定数倍することにより作成を行った．これは，最大負荷と最小負荷の差
が大きいほど，ストレージにとって厳しい条件となることを考慮したためである．なお，この期間の
統計上下限値を表 19 に示す． 
5.3.3 ストレージ導入容量決定条件 
ストレージの最小導入量を決定するため，5.3.2 では最も運用の厳しい 2011/8/4 〜 8/17 に
着目し基本的なパラメータを決定した．そこで，各々のストレージに合わせたシミュレーションの






2011/8/4 〜 8/17 までの２週間のサンプリングにおいて算出した値である． 
• 負荷電力: 𝐿(𝑡) = 𝐿%&'(𝑡) 
• 太陽光発電電力: 𝑃𝑉(𝑡) = 𝑃𝑉%4;(𝑡) 
• 最大エネルギーロス: 𝑚𝑎𝑥𝑙𝑜𝑠𝑠 = 5.0×10¹ [Ws] 
• 最大許容受電電力: 𝑆%&' = 𝐿%&' − 𝑃𝑉%4; + %&'/0e − ;<=<>4∙(ó?;@A< e só?;B,7)BRR∙e  
表 19 2011/8/4〜8/17 の統計上限値 
名称 値[W] 	𝐿%&'  8.71×10P 𝐿%4; 5.79×10P 𝑃𝑉%&'  3.79×10P 𝑃𝑉%4;  0 𝐿𝑟%&'  8.71×10P 𝐿𝑟%4;  5.41×10P 
 
表 20 ストレージ容量決定の際に定義した変数 





• 最小許容受電電力: 𝑆%4; = max{𝐿%4; − 𝑃𝑉%&', 0} 
• 初期受電電力指令値: 𝑆 0 = 𝑆%&' 
• 初期 SOC: 𝑆𝑂𝐶 0 = 𝑆𝑂𝐶%4; = 10 
• ストレージサイズの最小単位: 33 [kWh] 
同様に，IEVBS のストレージ容量決定条件を以下のように設定した． 
• 負荷電力: 𝐿(𝑡) = 𝐿%&'(𝑡) 
• 太陽光発電電力: 𝑃𝑉(𝑡) = 𝑃𝑉%4;(𝑡) 
• IEVBS 利用スケジュール: 最も厳しい発着スケジュール(5.3.1 参照) 
• 最大エネルギーロス: 𝑚𝑎𝑥𝑙𝑜𝑠𝑠 = 5.0×10¹ [Ws] 
• 最大許容受電電力: 𝑆%&' = 𝐿%&' − 𝑃𝑉%4; + %&'/0e − ôC∙(ò=D<s;Î∙ó?;B,7/BRR)e  
• 最小許容受電電力: 𝑆%4; = max{𝐿%4; − 𝑃𝑉%&', 0} 
• 初期受電電力指令値: 𝑆 0 = 𝑆%&' 
• 初期 SOC: 𝑆𝑂𝐶 0 = ô@<45<∙ò,7ôC∙;Î ×100 ((5-4)参照) 
• ストレージサイズの最小単位: 16 [kWh] 
MEVBS のストレージ容量決定条件を以下のように設定した． 
• 負荷電力: 𝐿(𝑡) = 𝐿%&'(𝑡) 
• 太陽光発電電力: 𝑃𝑉(𝑡) = 𝑃𝑉%4;(𝑡) 
• MEVBS 利用スケジュール: 最も厳しい発着スケジュール(5.3.1 参照) 
• 最大エネルギーロス: 𝑚𝑎𝑥𝑙𝑜𝑠𝑠 = 5.0×10¹ [Ws] 
• 最大許容受電電力: 𝑆%&' = 𝐿%&' − 𝑃𝑉%4; + %&'/0e − ô∙(ò=D<s;Î∙ó?;B,7/BRR)e  
• 最小許容受電電力: 𝑆%4; = max{𝐿%4; − 𝑃𝑉%&', 0} 
• 初期受電電力指令値: 𝑆 0 = 𝑆%&' 
• 初期 SOC: 𝑆𝑂𝐶 0 = ô@<45<∙ò,7ô∙;Î ×100 ((5-5)参照) 





5.3 では，最も負荷の大きい 2011/8/4 〜 8/17(2 週間)のデータを元に，最も運用の厳しいス
ケジュールから考える最小ストレージ導入量について述べた．次に，算出されるストレージの最




は，初期条件と更新条件に分けられる．なお，初期条件に関しては，全て 2011/8/4 〜 8/17 の
データを用いている． 
シミュレーションで利用する過去２週間分の負荷 L(d, t)，太陽光発電電力 PV(d, t) ，日毎の
エネルギーロス loss(d) のデータについて，シミュレーションの終了時に最新の値に更新する．さ
らに，更新した L，PV，loss を元に Lmax，Lmin，PVmax，PVmin，maxloss も同様に更新する． 
5.4.1 FLIBS の運用条件 
FLIBS の初期条件は以下に示す通りである． 
• 負荷電力: 𝐿(𝑡) = 𝐿(2011/8/18, 𝑡) 
• 太陽光発電電力: 𝑃𝑉(𝑡) = 𝑃𝑉(2011/8/18, 𝑡) 
• 最大エネルギーロス: 𝑚𝑎𝑥𝑙𝑜𝑠𝑠 = 5.0×10¹ [Ws] 
• 最大許容受電電力: 𝑆%&' = 𝐿%&' − 𝑃𝑉%4; + %&'/0e − ;<=<>4∙(ó?;@A< e só?;B,7)BRR∙e  
• 最小許容受電電力: 𝑆%4; = max{𝐿%4; − 𝑃𝑉%&', 𝐿 𝑡 − 𝑃𝑉(𝑡)} 
• 初期受電電力指令値: 𝑆 0 = 𝑆%&' 
• 初期 SOC: 𝑆𝑂𝐶 0 = 𝑆𝑂𝐶%4; (=10%) 
日付が進む際の更新条件は以下の通りである． 𝑆%&' = 𝐿%&' − 𝑃𝑉%4; + 𝑚𝑎𝑥𝑙𝑜𝑠𝑠𝑇 − 𝐶l0l/& ∙ (𝑆𝑂𝐶Àl(𝑇) − 𝑆𝑂𝐶%4;)100 ∙ 𝑇 	 (5-38)	
	 	𝑆%4; = max{𝐿%4; − 𝑃𝑉%&', 𝐿(𝑡) − 𝑃𝑉(𝑡)}	 (5-39)	
	 	𝑆(0) = 𝑆(𝑑 − 1, 𝑇)	 (5-40)	
	 	𝑆𝑂𝐶(0) = 𝑆𝑂𝐶(𝑑 − 1, 𝑇)	 (5-41)	





5.4.2 IEVBS の運用条件 
IEVBS の初期条件は以下に示す通りである． 
• 負荷電力: 𝐿(𝑡) = 𝐿(2011/8/18, 𝑡) 
• 太陽光発電電力: 𝑃𝑉(𝑡) = 𝑃𝑉(2011/8/18, 𝑡) 
• IEVBS 利用スケジュール: 2011/8/18 の利用スケジュール 
• 最大エネルギーロス: 𝑚𝑎𝑥𝑙𝑜𝑠𝑠 = 5.0×10¹ [Ws] 
• 最大許容受電電力: 𝑆%&' = 𝐿%&' − 𝑃𝑉%4; + %&'/0e − ôC∙(ò=D<s;Î∙ó?;B,7/BRR)e  
• 最小許容受電電力: 𝑆%4; = max{𝐿%4; − 𝑃𝑉%&', 𝐿 𝑡 − 𝑃𝑉(𝑡)} 
• 初期受電電力指令値: 𝑆 0 = 𝑆%&' 
• 初期 SOC: 𝑆𝑂𝐶 0 = ô@<45<∙ò,7ôC∙;Î ×100 ((5-5)参照) 𝑆%&'（5-44）以外の日付が進む際の更新条件は，(5-39)から(5-43)と同様である． 
5.4.3 MEVBS の運用条件 
MEVBS の初期条件は以下に示す通りである． 
• 負荷電力: 𝐿(𝑡) = 𝐿(2011/8/18, 𝑡) 
• 太陽光発電電力: 𝑃𝑉(𝑡) = 𝑃𝑉(2011/8/18, 𝑡) 
• IEVBS 利用スケジュール: 2011/8/18 の利用スケジュール 
• 最大エネルギーロス: 𝑚𝑎𝑥𝑙𝑜𝑠𝑠 = 5.0×10¹ [Ws] 
• 最大許容受電電力: 𝑆%&' = 𝐿%&' − 𝑃𝑉%4; + %&'/0e − ô∙(ò=D<s;Î∙ó?;B,7/BRR)e  
• 最小許容受電電力: 𝑆%4; = max{𝐿%4; − 𝑃𝑉%&', 𝐿 𝑡 − 𝑃𝑉(𝑡)} 
• 初期受電電力指令値: 𝑆 0 = 𝑆%&' 
• 初期 SOC: 𝑆𝑂𝐶 0 = ô@<45<∙ò,7ô∙;Î ×100 ((5-5)参照) 
𝑆%&' = 𝐿%&' − 𝑃𝑉%4; + 𝑚𝑎𝑥𝑙𝑜𝑠𝑠𝑇 − 𝑁u ∙ (𝐸0¡l − 𝐶R ∙ 𝑆𝑂𝐶%4;/100)𝑇 	 (5-44)	
	















ルから出力された 20 秒毎の受電電力 Gin(t)の履歴を利用し，30 分間の平均値を格納した配列
として Gin,vector を定義する．次にこの配列を利用し受電電力の変動係数 C.V.(Gin,vector)，最大受
電電力 Max(Gin,vector) [kW]，受電電力の負荷率 loadrate(Gin,vector) 以上の電力履歴の特性値を
算出する． 
福江港ターミナルビルの契約電力会社である九州電力株式会社が公開する電力価格から 84，
𝑆%&' = 𝐿%&' − 𝑃𝑉%4; + 𝑚𝑎𝑥𝑙𝑜𝑠𝑠𝑇 − 𝑁 ∙ (𝐸0¡l − 𝐶R ∙ 𝑆𝑂𝐶%4;/100)𝑇 	 (5-45)	
	
𝐺4;,kÀl0 = [ 1∆𝑡 ï 𝐺4;(𝑡)𝑑𝑡,… , 1∆𝑡 ï 𝐺4;(𝑡)𝑑𝑡P¹∙∆lP¸∙∆l∆lR ]	 (5-46)	
	 	𝑎𝑣𝑒𝑟𝑎𝑔𝑒d𝐺4;,kÀl0i = 148 ∙ c 𝐺4;,kÀl0[𝑖]4jP¹4jB 	 (5-47)	
	 	𝑣𝑎𝑟d𝐺4;,kÀl0i = 148 ∙ c {𝐺4;,kÀl0[𝑖] − 𝑎𝑣𝑒𝑟𝑎𝑔𝑒(𝐺4;,kÀl0)}4jP¹4jB 	 (5-48)	
	 	
𝐶. 𝑉. d𝐺4;,kÀl0i = E𝑣𝑎𝑟d𝐺4;,kÀl0i𝑎𝑣𝑒𝑟𝑎𝑔𝑒(𝐺4;,kÀl0) ×100	 (5-49)	
	 	𝑀𝑎𝑥d𝐺4;,kÀl0i = max	{𝐺4;,kÀl0[1], 𝐺4;,kÀl0[2],… , 𝐺4;,kÀl0[48]}	 (5-50)	





業務用季時別電力 A の 6000 V 契約の電力価格を利用し，電力料金を算出した．実験時(2012
年)の電力価格を以下の表 21 に示す．但し，夏季とは 7/1〜9/30 の期間を指し，ピーク時間と
は夏季の 13 時〜16 時，昼間時間とは 8 時〜22 時のピーク時間以外の時間帯の事を指す．こ
の電力価格に従って，1日の電気料金を決定する．なお，電力基本料金は前月から昨年の前月
までの 1 年間のうち，最も高い受電電力であった 30 分間の平均受電電力をもとに計算される．
これに従量料金が付加されて支払う電力利用料金が求められる．ここでは簡単の為，
2011/8/18〜8/31 の最大受電電力を利用し，9 月以降の基本料金を決定した．実際，2011/9/1 




ス トレ ー ジ 状 態 の 特 性 値 として ，最 終 SOC(SOC(T))，最 大 SOC(maxSOCvector) ，最 小
SOC(minSOCvector)，SOC 利用域(maxSOCvector 〜 minSOCvector)の 4 つを用いる．これらは，モデ
ルの出力である 20 秒毎の SOC(t)履歴から算出した．以下に定義式を示す．ここで，SOCvector は






• FLIBS において，CDCF ではストレージ導入量が 396 [kWh] (12 units)の時に Gin が
Smax を超えたため，最小ストレージ導入量は 429 [kWh] (13 units)となった．CDCS も
CDCF と同様の理由から，最小ストレージ導入量は 396 [kWh] (12 units)となった． 
• IEVBS において，CDCF ではストレージ導入量が 448 [kWh] (28 EVs)の時に Gin が
𝑆𝑂𝐶kÀl0 = [𝑆𝑂𝐶(0), 𝑆𝑂𝐶(20),… , 𝑆𝑂𝐶(𝑇)]	 (5-52)	
	 	max 𝑆𝑂𝐶kÀl0 = max	{𝑆𝑂𝐶(0), 𝑆𝑂𝐶(20),… , 𝑆𝑂𝐶}	 (5-53)	
	 	min 𝑆𝑂𝐶kÀl0 = min	{𝑆𝑂𝐶(0), 𝑆𝑂𝐶(20),… , 𝑆𝑂𝐶}	 (5-54)	
	
表 21 業務用季時別電力 A 契約の電力価格 
標準電圧 基本料金 円/kW 電力料金 円/kW 
  ピーク 夏季昼間 その他季昼間 夜間 
6,000V 1,953 円 00 銭 14 円 37 銭 12 円 02 銭 11 円 10 銭 6 円 84 銭 
20,000 V 1,848 円 00 銭 12 円 84 銭 10 円 75 銭 9 円 95 銭 6 円 42 銭 





Smax を超えたため，最小ストレージ導入量は 464 [kWh] (29 EVs)となった．CDCS も
CDCF と同様の理由から，最小ストレージ導入量は 464 [kWh] (29 EVs)となった． 
• MEVBS において，CDCF ではストレージ導入量が 624 [kWh] (39 slots)の時に Gin(t)
が Smax を超えたため，最小ストレージ導入量は 640 [kWh] (40 slots)となった．CDCS
では，ストレージ導入量が 464 [kWh] (29 slots)の時に Gin が Smax を超えたため，最小





した値を IEVBS，MEVBS の場合でも利用する．βの決定のため，以下の 6 つのシミュレーション
条件において電力収支シミュレーションを行い，受電電力の最大値を 6 つの条件について平均
し，その値が最小値となるを採用した．なお，βを決定するためのシミュレーションにおいて，スト
レージ導入量は CDCF で決定したストレージ最小導入量(429 [kW] = 13 unit)と設定した．図 43
は６つの条件における最大受電電力 Gin の平均値とβの関係を表すグラフである．図 43 から分
かるように，β=40 において最大受電電力の平均値が最小化された．そこで本エネルギーサー
ビスでは，β=40 を採用する． 
• 統計情報から算出した最大負荷 Lmax で初期 SOC 10% 
• 統計情報から算出した最大負荷 Lmax で初期 SOC 50% 
• 統計情報から算出した最大負荷 Lmax で初期 SOC 90% 
• 統計情報から算出した最小負荷 Lmin で初期 SOC 10% 
• 統計情報から算出した最小負荷 Lmin で初期 SOC 50% 
• 統計情報から算出した最小負荷 Lmin で初期 SOC 90% 
 





5.4 でのシミュレーション条件において，各蓄電池(FLIBS, IEVBS, MEVBS)で 2011/8/18〜
2012/3/31 までの計 227 日の運用シミュレーションを行った．制御手法として，CDCF，CDCS，
制御がない場合の 3 手法で制御結果を比較する．シミュレーションの初めは先月の最大受電電
力を決定するキャリブレーション期間と捉え，2011/9/1〜2012/3/31 までの合計 213 日のシミュ
レーション結果を表 22〜表 25 に示す．評価対象となる電力料金，変動率，SOC 等については
5.4.4 にて紹介した．また，CDCS で用いる重み係数はβ=40 とした． 
EMS 管理者側の最大のメリットは電気料金の削減であるため，まず電気料金に注目する．ま
た，実際に本エネルギーサービスの利用が始まった時でも，この削減された電気料金から，EV
のオーナーに報酬金を支払う事により，持続的に EMS 管理が可能になると考えられる. 
5.5.2.1 FLIBS モデル 
シミュレーションのストレージ容量は，5.5.1.1 で決定した 429 [kWh] (13 unit)とした場合のシミ
ュレーションを行った．さらに，CDCS の場合のみ 5.5.1.1 で決定された 396 [kWh] (12 unit) の
場合でシミュレーションを行った． 
表 22 において，電力料金は提案手法である CDCF，CDCS どちらの場合でも，制御がない
場合と比べて一日に 1,500 円程度の削減が確認できる．また，二つのバッテリーコントローラ
(CDCF, CDCS)の比較では，容量が 396 [kWh] (13 unit) と同じ場合で同程度であると言える．し
かし，CDCS では CDCF と比べて導入容量を 33 [kWh] (1 unit)削減でき，容量を削減した場合
(396 [kWh] ,12 unit)では容量削減前(429 [kWh],13 unit)の場合と同等の電気料金削減が確認
できる． 
次に電力料金以外の項目に注目する．一日の受電電力の変動係数について，制御がない
場合と比較して，CDCF や CDCS の制御を行った場合，およそ半減することができている．また，
CDCS の結果が CDCF と比べて 5%程度優位である事がわかる．次に最大受電電力については，
制御がない場合と比べて，CDCF と CDCS での一日平均で 15 [kW] 程削減されており，両手法
では大きな違いはない．これは負荷率についても同様の傾向が見られる．最終 SOC について
は，CDCS では目標である 50%付近に保たれている一方で，CDCF では平均 60%以上と過充電
の傾向にあることが確認できる．更に，一日の最大 SOC と最小 SOC の差をとったストレージの
実利用領域幅は CDCS の方が広く，ストレージを有効利用できていることが確認できる．最後に
表 22 FLIBS 運用シミュレーションの結果 
バッテリー制御手法 単位 制御なし CDCF CDCS 
ストレージ容量 kWh  429 429 396 
１日の平均電力料金 円 19,900 18,400 18,400 18,300 
１日の受電電力変動係数の平均値 % 35.4 19.2 13.7 13.1 
１日の最大受電電力の最大値 kW 115 100 100 100 
１日の受電電力負荷率の平均値 % 65.8 78.6 79.5 80.3 
最終 SOC の平均値 %  61.4 53.9 53.3 
最大 SOC の平均値 %  87.8 71.6 70.9 
最小 SOC の平均値 %  56.5 38.1 36.6 
最大 SOC-最小 SOC %  31.3 33.5 34.3 





受電電力 Gin が最大許容受電電力 Smax を超える制御破綻率は，CDCF と CDCS ともに 0%であ
った事から，両手法ともに安定的なストレージの利用ができた事が確認できる. 
5.5.2.2 IEVBS モデル 
表 23 において，電力料金は CDCF と CDCS どちらの場合でも，制御がない場合と比べて一
日平均で 100〜200 円程度の削減が確認できる．FLIBS の場合と比べて，制御による電力削減
の効果が小さく見えるのは，EV により持ち去られたエネルギーが存在し，その分余計に充電し
ているためである．すなわち，持ち去る電力を確保しながら達成した値であるといえる．また，
CDCF と CDCS の比較では，CDCS の方が僅かであるが一日平均 100 円優位であることが確
認できる.  
次に電力料金以外の項目に注目する．一日の受電電力の変動係数は，電池がない場合と比
べ平均で 16.8%改善している．また CDCF と CDCS では，CDCS が 4%程度優位である事がわか
る．次に，最大受電電力については，電池がない場合と比べて，CDCF と CDCS は一日平均で
9 [kW]程度削減できており，両手法間では同程度であった．これは，受電電力の日負荷率にも
同様の傾向が確認できる．この結果，基本料金に押し上げられる形で，電気料金は両手法間で
大きくは変わらなかったと考えられる．最終 SOC については，CDCS では目標である 50%付近に
保たれている一方，CDCF では平均 55%以上と過充電の傾向にあると確認できる．更に，一日の
最大 SOC と最小 SOC の差をとったストレージの実利用領域幅は，CDCS の方が平均で 10%以
上広く，ストレージが有効利用されたと確認できる．最後に受電電力 Gin が最大許容受電電力
表 23 IEVBS 運用シミュレーションの結果 
バッテリー制御手法 単位 制御なし CDCF CDCS 
ストレージ容量 kWh  464 464 
１日の平均電力料金 円 19,900 19,800 19,700 
１日の受電電力変動係数の平均値 % 35.4 18.6 13.9 
１日の最大受電電力の最大値 kW 115 106 106 
１日の受電電力負荷率の平均値 % 65.8 78.4 77.2 
最終 SOC の平均値 %  56.5 49.2 
最大 SOC の平均値 %  89.1 81.9 
最小 SOC の平均値 %  51.5 32.4 
最大 SOC-最小 SOC %  37.7 49.5 
制御破綻率 %  0 0 
 
表 24 IEVBS 運用結果と SSPDM の結果の比較 
バッテリー制御手法 単位 SSPDM CDCF CDCS 
ストレージ容量 kWh 464 464 464 
１日の平均電力料金 円 24,500 22,900 22,700 
１日の受電電力変動係数の平均値 % 36.2 18.9 11.9 
１日の最大受電電力の最大値 kW 122 106 106 
１日の受電電力負荷率の平均値 % 66.9 78.2 78.0 
最終 SOC の平均値 % 26.7 57.3 49.6 
最大 SOC の平均値 % 60.1 91.8 83.5 
最小 SOC の平均値 % 22.8 51.8 29.2 
最大 SOC-最小 SOC % 37.3 40.1 54.3 







次に，2011/9/1〜9/31 における IEVBS の指令値分配コントローラの制御手法として SSPDM 
(バッテリー制御手法なし)を利用した場合と，その運用結果について他の手法と比較した結果を
表 24 に示す．CDCF と CDCS は SSPDM と比較し，電気料金が一日平均で CDCS が約 1,800
円，CDCF が約 1,600 円削減できた．また，他の評価値についても，CDCF と CDCS の方が優
れており，ストレージ資源を有効に利用している事が確認できる.  
5.5.3 MEVBS モデル 
表 25 において制御手法として，CDCF と SPDM，CDCS と SPDM，そして SSPDM(バッテリー
制御手法なし)の３通りのシミュレーションを行った．SSPDM を利用した場合と電力料金について
は， CDCS が SSPDM と比べて一日平均で 1,800 円程度の削減が確認できる．また，両手法間
の比較では，CDCS の方が一日平均 500 円程，優位であることが確認できた．さらに，必要スト
レージ容量も CDCS の方が少なく，CDCS が総合的に優位である事が確認できる. 
他の制御項目については以下の通りである．一日の受電電力の変動係数であるが，CDCS
の場合 SSPDM と比べて平均で 6%程度改善している．また CDCF でも，5%程改善した事が確認
できる．次に受電電力の 30 分間の平均値の最大値について，CDCS を用いた場合 19 [kW]，
CDCF を用いた場合 15 [kW]程の削減が確認される．受電電力の日負荷率は SSPDM と比べて，
CDCS で 5%程度，CDCF で 2%程度優位である事が確認できた．最終 SOC については，CDCS，
CDCF ともに 35%付近となっており，目標である 50%に届いていない．これは，駐車中の EV の台
数が足りないためである．更に，一日の最大 SOC と最小 SOC の差をとったストレージの実利用





表 25 MEVBS 運用シミュレーションの結果 
バッテリー制御手法 単位 なし CDCF CDCS 
制御指令値分配法  SSPDM SPDM SPDM 
ストレージ容量 kWh 640 640 640(480) 
１日の平均電力料金 円 25,100 23,800 23,300 
１日の受電電力変動係数の平均値 % 36.6 31.4 30.9 
１日の最大受電電力の最大値 kW 125 110 106 
１日の受電電力負荷率の平均値 % 66.5 68.6 71.1 
最終 SOC の平均値 % 26.7 35.5 35.6 
最大 SOC の平均値 % 60.1 68.4 67.3 
最小 SOC の平均値 % 22.8 28.8 27.9 
最大 SOC-最小 SOC % 37.3 39.6 39.4 







なストレージ容量は一般に CDCS の方が CDCF に比べて少ないことが確認できた．この点から
CDCS はストレージ導入の初期コストに対して，CDCF より優れている. 
シミュレーションの運用について，平均電気料金をストレージ毎にまとめたものを図 44(b)に示
す．ただし，ストレージの種類を超えた比較をするため，運用結果については，2011/9/1〜9/30














れる電力量が IEVBS よりも MEVBS の方が少ないことを留意する必要がある．バッテリーコントロ
ーラに関しては CDCF よりも CDCS の方が，平均電力料金が低いことが読み取れる．従って，









































福江港ターミナルビルの EMS に対しては検証対象期間の 2011/8/18〜2012/9/30 において，
提案制御手法により少なくとも一日平均で 1,300 円以上の電力料金を実験環境内で削減できる
可能性を示した. 




MEVBS に対する制御手法では各々の EV の利用状況を考慮し制御指令を決定する SPDM
を提案し，その有効性と安定性を確認した．この手法を拡張することで，EMS よりさらに広域での










効果を実証する．2.1.3 で述べたとおり，我が国では温室効果ガスを 2020 年までに 2005 年度比
で 3.8%の削減することを目指している．この削減を達成する上で，電力の消費削減を改善する
技術の重要な要素として既築の建物を対象とした EMS の実装と省エネ化による効果が期待され









際標準規格 IEEE1888 に基づいた統合制御環境が構築されている． 
本エネルギーサービスで議論する知的生産性指標として，2006 年に村上らが初めて実験し
た PMV・テスト結果から得た知的生産性指標(PMV)と，換気量・テスト結果から得られた知的生
産性指標(換気量)を合わせ，PMV と CO2 濃度から算出する新たな知的生産性指標を使用した．
さらに，教育施設では換気量の測定に必要となる在室人数の取得が導入コスト・プライバシーの








第 4 章では，Fanger らによる温熱快適性指標，ASHRAE の CO2 濃度と作業効率に関する実






は，温熱快適性(室温・PMV)と CO2 濃度である．4.4 で紹介した実地実測では，温熱快適性
(PMV)と CO2 濃度を入力とし，独立にテスト結果と比較することで，近似式である(4-3), (4-4)得ら
れた．さらに，4.4.3 では CO2 濃度と室温が作業効率(主観調査)に及ぼす影響を図示した，応答
曲面モデル(図 14)を紹介した． 
4.6 で述べた通り，応答曲面モデル(図 14)は大まかには近似式（4-3）, (4-4)へ合致している
ものの，サンプル数不足による応答曲面の歪さにより，一部(室温 25.5[℃]，CO2濃度が 770 ppm
付近など)では近似式（4-3）, (4-4）の関係に合致しない点が存在する．また，知的生産性を評
価するにあたり，温熱快適性として単純な室温ではなく在室者の温冷感を考慮した PMV をもと
に算出する必要がある．さらに，実際の制御では室内の CO2 濃度が 1000 ppm を超える場合も
存在しるが， 図 14 は 900 ppm を上限としており，実際の教育施設・オフィスでの制御に十分対
応できない場合がある．そこで以降では，これらの問題を考慮した CO2 濃度・PMV から算出する
相対学習効率指標について考える． 
4.3.1 にて紹介した(4-3)を活用し，室内の換気量と知的生産性の関係を評価する．ここで，
(4-3)の理解を容易とするため，x を ven，y を RLEven とする． 





解を容易とするため，x を pmv，y を RLEpmv とした． 
RLEpmv はテスト結果をもとに算出された相対学習効率指標であり，最大値を PMV<0 にもつ二
次関数として表現された知的生産性指標である．pmv は，センサから得た環境情報(温度，湿度)
と固定値(Met 値，clo 値，風速)から算出される温熱快適性であり，ISO-7730 の国際規格として
0 を最も快適とする無次元の値である．つまり，RLEpmv の導出には，季節と実験環境に合わせて
固定値(Met値，clo 値，風速)を決定し，室内の温度・湿度を環境センサで測定する必要がある． 
次に，(6-2)の最大値を１となるよう修正した結果を次式と図 45 に示す． 
(6-1)，(6-3) を統合することで，PMV と CO2 濃度から相対学習効率の評価指標を構築する．
	 𝑅L𝐸kÀ; = 0.04ln	(𝑣𝑒𝑛) + 1.00	 (6-1)	
	
	 𝑅𝐿𝐸m%k = −16.2𝑝𝑚𝑣= − 8.0𝑝𝑚𝑣 + 80.8	 (6-2)	
	














まず，室内外の汚染質濃度の変化を示すザイデルの式 52 について考える．微小時間 dt での
室内汚染質の変化量との関係式は，次式のようになる． 





ここで，Ct は時刻 t での室内 CO2 濃度 [ppm]，Δt (0<Δt)はサンプリング間隔，Q/V は室内
の空気を喚起する換気回数 [回/h]である．ただし，本エネルギーサービスではセンサのサンプ
リング間隔Δt は 20 秒としている．そして，汚染質発生量を CO2 とすると汚染質発生量 M は，教
育施設での一人当たりの CO2 排出量 k [m
3/ℎ]と，室内の人数 n の積として算出できるため，結
 
図 45 PMV と相対学習効率の関係 59 
	 𝐶R ∙ 𝑄 ∙ 𝑑𝑡 + 𝑀 ∙ 𝑑𝑡 − 𝐶 ∙ 𝑄 ∙ 𝑑𝑡 = 𝑉 ∙ 𝑑𝐶 	 (6-4)	
	






表 26 在室人数推定の各種パラメータ 
パラメータ 単位 説明 算出方法 




M m3/h 汚染質発生量 k, n から算出 
V m3 部屋の容積 事前に計測 
Q m3/h 換気量 トレーサガス法から計測 
i, s h 時刻 計測 
k m3/h 一人当たりの CO2排出量 定数を使用(0.02) 
n - 室内の人数 推定 
 











さらに，(6-6)を人数 n について求めると，次式を導くことができる．各パラメータの説明を表 26
示す．  
本エネルギーサービスでは，C0 は計測結果から 550 ppm，一人当たりの CO2 排出量 k は軽
い事務作業時の成人一人当たりの排出量 0.02 [m3/h]とした． 
CO2 濃度を用いた在室人数推定手法の実験結果を図 46 および図 47 に示す．実験では，床
面積 33.0 [m2]，容積 112.4 [m3]の環境下において，換気扇による換気量を変化させ(0 [Hz], 20 
[Hz], 36 [Hz], 50 [Hz])，在室人数推定結果と実際の人数を比較した．単位人数あたりの CO2 排
出量 k は平常時の平均的な排出量 86 を採用し，窓とドアを閉じつつ換気扇が動作していない自








図 47 換気量別人数推定結果 (c) 36[Hz] (d) 50[Hz]85 









換気量を変化させつつ推定した結果を表 27 に示す．表 27 において，出力周波数は換気扇
のインバータ出力を示し，周波数が増加するごとに室内の換気量が変化する(0 [Hz]: 89.5 




平均推定誤差は，出力周波数 20 [Hz]，0 [Hz]の順で小さくなる，出力周波数 50 [Hz]では平
均推定誤差が最大となるが，相対平均推定誤差は出力周波数 0 [Hz]より小さい．さらに，途中
で出力周波数を変化させた場合の相対平均推定誤差は，0 [Hz]から 20 [Hz]に変化させると最
大となり，0 [Hz]から 36 [Hz]に変化させると出力周波数 0 [Hz]の場合と等しくなる．このように，
換気扇の出力周波数は出力の変化に関係なく，在室人数推定において(6-7)が有効であるとわ
かる． 




図 48 大教室における人数推定結果 
表 27 換気量と推定誤差 
出力周波数 [Hz] 0 20 36 50 0 → 20 0 → 36 0 → 50 
在室人数 5 3 10 12 5 4 11 → 12 
平均推定誤差 1.19 0.43 1.29 1.59 1.62 0.94 2.29 






































PMV と CO2 濃度からそれぞれ算出した学習効率の合算を最大化する空調機器制御を目指す．
ここで，類似した既存研究として室温と CO2 濃度から作業効率(主観調査)を図示した図 14 と，
提案する室内環境評価指標を比較する． 





(6-1)の換気量 ven を CO2 濃度として表現するため，(6-8)の換気量 Q を ven へ代入して次式
を得る． 
(6-9)の理解を容易とするため，室内在室人数 n=1，サンプル感覚 t=1 [h]，室外 CO2 濃度
C0=500 ppm，１サンプル前の CO2 濃度 Ct-Δt=1000 ppm，容積 V=1000 [m
3]，単位時間あたりの
CO2 排出量 k=0.02 [m
３/h]とし，これらの値を用いて(6-9)をもとに RLEven と Ct の関係を解析的に
𝐶l = 𝐶R + (𝐶ls∆l − 𝐶R)𝑒𝑥𝑝 ´− 𝑡𝑉 exp 𝑅𝐿𝐸kÀ; − 1.000.04 à+ 𝑛 ∙ 𝑘exp Â𝑅𝐿𝐸kÀ; − 1.000.04 Ã I1 − 𝑒𝑥𝑝 ´− 𝑡𝑉 𝑒𝑥𝑝 𝑅𝐿𝐸kÀ; − 1.000.04 àJ	 (6-9)	
	
	
図 49 RLEpmv と RLEven の合算から算出した学習効率指標 
	
	





算出した．そして(6-2)と合算した結果を図 49 へ示す．図 49 において，横軸は PMV，縦軸は計
測時の CO2 濃度である． 
さらに，図 50 へ PMV・CO2 濃度を考慮した知的生産指標と既存研究の関係を示す．室温・
CO2 濃度と作業効率の関係図(図 14)と図 49 の横軸は異なる指標を用いているが，PMV 算出に
おいて温度以外のパラメータを固定値とすると，室温との比較が可能となる．快適域(PMV=-
0.24)と 25.5 [℃]を合わせて比較すると，温熱指標・CO2濃度の変化と知的生産性の低下が良い
一致を示していることがわかる．また，図 49 では PMV=-0.24 で学習効率が最大となっており，
CO2 濃度の増加に伴い対数的に学習効率が低下する．このように，サンプル数の不足により 25 
[℃]周辺で CO2 濃度が低下すると作業効率が低下する図 14 の課題を解消している点，CO2 濃





















パス，教室棟 12 棟を EMS 構築の対象とした．本エネルギーサービスの EMS 構築は，環境省平
成 24 年地球温暖化対策技術開発等事業(大学キャンパスの省 CO2 化に向けたキャンパスエネ
ルギーマネジメントの実証研究)委託業務の一環として行われた． 
施設の外観と室内の様子を図 51 に示す．12 棟は教室棟であり，教員および学生が自由に
出入り可能である．12 棟は 2 階建ての建物であり，特徴的な構造としては北西から南東に続く
廊下を軸として，北東側と南東側に大中小の教室が並んでいる．今回 EMS 構築の対象とする部
屋は，12 棟 1 階および２階の大教室・中教室・小教室，合計 16 部屋である．各部屋の大きさと，
トレーサガス法を用いて実測した換気量を表 28 に示す． 














各部屋にはそれぞれ小教室で 4 台，中教室で 6 台，大教室で 8 台の全熱交換器(図 54(a))，
MITSUBISHI 製 VL-140EU が設置されており，消費電力は 37 [W]である．空調室外機(図 54(b))
には 2 社の製品が用いられており，1 台はヤンマー製のガスヒートポンプ YNZP355E2，他 13 台
はヤマハ製のガスヒートポンプ YMCJ560M である．それぞれ暖房ガス消費量は 56 [kW]，25 
[kW]である．また，室内機はヤマハ製天井カセット型 YMEJ71LMD もしくは YMEJ56-LMV が小
教室に 2 台，中教室に 3 台，大教室に 8 台設置されている．ガスヒートポンプ，全熱交換器の定
格情報を表 29，表 30 へ示す． 
	
図 53 SII センサの設置図 
	
	 	
(a)	 	 	 	 	 (b)	
図 54 制御対象機器 (a)全熱交換器 (b) 室外機 















大教室	 16.8	 11.8	 3.13	 619.5	 525.9	 740.6	
中教室	 12.3	 8.60	 3.13	 331.2	 79.5	 328.5	
小教室	 8.53	 8.60	 3.13	 229.3	 87.5	 253.8	
 

















YMCJ560M	 56.0	 67.0	 1.35	 1.42	 59.6	 56.4	






スでは異なるベンダの機器を統合するため，2.2.2.2 にて紹介した IEEE1888 を用いて機器制御
を行う．まず，MITSUBISHI 製空調を制御するため，その集中コントローラである MJ-103MTR-B
にシーケンサ MELSEC-Q を増設し，これに独自に構築した MELSEC-Q の制御コマンドと
IEEE1888 を相互に変換するシステムを結合した．次に，ヤンマー製空調を制御するため，OEM
提供元であるダイキンによる V-up コントローラを増設し，同様に独自に構築した V-up コントロー
ラの制御コマンドと IEEE1888 を相互変換するシステムを結合した．これらにより，IEEE1888 を用
いて両空調を等価に制御可能とした．制御側のシステムには，DBMS (Data Base Management 
System)により管理された制御用テーブルがあり，SQL を用いてこのテーブルに情報を書き込む
ことにより，インターネットを介してあらゆる空調が制御可能である． 
図 55 は EMS を構築するため実装した制御機器を示している．図 55(a)は実際に
OpenBlocksAX3 を矢上キャンパスに設置した様子である．右下にあるように，小さく堅牢なボデ
	
(a)	 	 	 	 	 (b)	
図 55 制御環境構築 (a) OpenBlocksAX3 と PLC, (b) G150AD 
















ィーを持つため，配線板などでも活用できる．さらに MITSUBISHI 製シーケンサ PLC，MELSEC-
Q を図 55(a)のように設置することで，リレー制御を通じて既設の集中コントローラへの介入を可
















構築した EMS のネットワークシステムの概要を図 56 に示す．システム構成は，研究室内へ設
置しているサーバと，12 棟に設置した KNVIES クライアント端末群，および制御対象機器の制御
端末からなる．6.3.1 で述べた通り，12 棟には異なる 2 つのベンダからなるガスヒートポンプが設




温調)，設定温度 (15 [℃]～30 [℃])，風向 (水平，斜め 0，斜め 1，斜め 2，垂直，スイング，自
動)，風量 (微弱，弱，中 2，中 1，強，自動) の制御パラメータを実装した．本エネルギーサービ
スでは実験環境を統一するため，運転モードは暖房のみとし，設定温度は学内で規定されてい
た 22.0 [℃]，風向はスイング，風量は初期値として強に設定した．ON/OFF は室内より自由に
行うことができるが，慶應義塾大学矢上キャンパスの電力逼迫時には運転を自動的に停止し，
反対の場合は運転を再開，もしくは運転状態を維持する．実際の管理画面を図 57 に載せる． 
外部アクセスを含むこれらの機能の実現と IEEE1888 のプロトコル変換の実現には，マイクロ
サーバ OpenBlocksAX3 を利用した．これは，Dual Core Marvell ARMADA XP 1.33 GHz を搭載
し，Debian GNU/Linux を運用可能な小型低消費電力組込サーバである．小さく信頼性が高い







制御時間は授業が行われている午前 9 時から午後 6 時，1 時限目から 5 時限目までとした．




図 56 構築した EMS の概要図 
	
	








空調機器の制御方法として，30 分同時同量の原則に基づく 30 分間の線形予測を用いて需
要電力使用量を推定する 92．また，授業開始 15 分間は電力消費量を予測するため制御を行わ






15 分以上の制御は行わない 93．この 30 分間を制御周期とし，1 時限 90 分間で 3 回繰り返す． 
(6-10)は予測需要電力量 Pforecast [Wh]の値を算出する 15 分時点，その後 3 分ごとに用いる線
形予測式である． 
ここで t = 15，18，21，24，27，30，また Wt は t 分時点での積算電力量 [Wh]である．まず，(6-
10)によって Pforecast の値が求まる．この，予め設定した目標値 Pforecast および最大需要電力量
Plimit の差がカットすべき電力量 Ptarget である．Pforecast が Plimit の値を超えた場合，室内機を適切
な台数停止し，超えていない場合は次の線形予測タイミングまで停止制御を行わない．Ppeak は
あらかじめ測定した日の中で最も電力を使用した日の 7.789 [kWh]とし，Plimit は Ppeak を 10% 削
減した 7.010 [kWh]に設定した．また，各教室のセンサの値から学習効率を一分ごとに算出し，
部屋ごとに優先度を設けた．優先度は PMV または学習効率がよい程高く，電力消費量ピーク
時に優先的に停止する．この優先度付けに PMV を用いた制御が「PMV を考慮した ON-OFF
制御」，6.2.3 で提案した学習効率を用いた制御が「学習効率を考慮した ON-OFF 制御」である． 
6.4.2 全熱交換器の制御手法 
過剰換気は換気のみならず空調の消費電力を増大させるため，CO2 濃度センサを用いて全
熱交換器を適切に制御することが必要である．建築基準法により室内の CO2 濃度が 1,000 ppm
以下であることが義務付けられている．そこで，この値を基準として 1,000 ppm を超えた場合には
自動で室内のすべての換気扇を作動させ，基準を下回ると換気扇を停止させる． 
夏季・冬期においては，換気による室内の温熱環境の悪化を考慮するべきである．しかし図 
49 から明らかなように，PMV にて快適域とされる-0.5 から+0.5 では，CO2 濃度が学習効率へ与
える影響のほうが，PMV の影響よりも重要となる．また，全熱交換器は換気によって失われる温
度と湿度を交換回収して室内へ戻すことが可能なため，全熱交換器を用いた換気による PMV
の悪化は比較的小さいといえる．そこで，CO2 濃度が 1000 ppm を超えないようにする換気扇制
御を最優先とし，その上で最大電力使用量である Plimit を超えないよう空調機器の運転を行った．
これにより，換気扇と空調機器の制御による，消費エネルギー削減と CO2 濃度の改善，PMV 快
適域の維持を目指す． 

















図 58 アンケート調査ご協力のお願いと QR コード 
	
	























実測の結果，𝑇R = 13.9 [℃]，𝑇3À&l = 27.3 [℃]であったため，(6-11)から算出した各部屋の
室内機における総暖房能力は，部屋番号101 〜106では31 [kW]，部屋番号108では30 [kW]，







費電力量は5.5×10sP [kWh]，室内機 1 台当たりの消費電力は5.0×10sQ	 [kWh]以上を	kg −CO=として換算し，1 台当たりのエネルギー消費量を2.02×10sO [kg-CO2]とした．ここで，ガスの












12 棟へ設置されている照明の数は，大教室で 60，中教室で 36，小教室で 24 である．照明









の MET 値を 1 と仮定すると 96，(6-13)により58.1と算出される． 
6.5.2 パラメータの設定 
実験環境の建築設計，センサから取得したデータを元に，6.5.1 紹介した温熱モデルのパラメ
ータを設定する．はじめに，日によって変化しないパラメータを表 31 表 32 に示す 
	 δ𝑡ℎ = 1000MET× 13600×50×	4.18 = 58.1	 (6-13)	
	
	 P照明器具の消費電力Q + [安定機の消費電力] ≅ [室内の熱流入]	 (6-12)	
	





大教室	 8.03×10Q	 267	 189	
中教室	 4.29×10Q	 118	 29.0	
小教室	 2.97×10Q	 91.0	 32.0	
	
	 	
(a)	 	 	 	 	 (b)	






たデータは 2015 年 1 月 13 日(火)にモニタリングした結果である．センサにより取得した在室人
数，当日の太陽高度と太陽方位 97，全天日射量と SAT 値，各教室の室温変化，空調の稼働状
況をそれぞれ図 60 図 61 へ示す． 
在室人数は CO2 濃度から推定した人数情報であり，6.5.1.2 で述べた人体の発熱量から室内
への熱流入量を算出する．太陽高度，太陽方位は，日射量を算出するために用いており，対象
	 	
(a)	 	 	 	 (b)	
図 61 室内環境 (a) SAT (b) 全天日射量 
表 32 壁面，窓の熱抵抗，熱容量，g-value 
場所	 パラメータ	 大教室	 中教室	 小教室	
室外	 length	 1.50×10sB	 1.50×10sB	 1.50×10sB	
size	 1.28×10	 9.60	 6.40	R	 2.04×10s=	 2.73×10s=	 4.09×10s=	C	 3.90×10Q	 2.91×10Q	 1.94×10Q	
廊下	 length	 2.00×10sB	 2.00×10sB	 2.00×10sB	
size	 4.75×10	 3.56×10	 2.38×10	R	 6.26×10sO	 8.35×10sO	 1.13×10s=	C	 1.92×10t	 1.44×10t	 9.62×10Q	
隣接する部屋	 length	 3.00×10sB	 3.00×10sB	 3.00×10sB	
size	 2.68×10	 2.56×10	 2.16×10	R8ÇY	 1.11×10s=	 1.17×10s=	 1.38×10s=	C8ÇY 	 1.09×10t	 1.03×10t	 8.74×10Q	
窓	 length	 3.00×10sO	 3.00×10sO	 3.00×10sO	
size	 3.47×10	 2.60×10	 1.74×10	RZ	 4.54×10sO	 6.05×10sO	 9.08×10sO	G	 3.02×10	 2.27×10	 1.51×10	
天井	 length	 3.00×10sB	 3.00×10sB	 3.00×10sB	
size	 1.98×10=	 1.06×10=	 7.34×10	Rª	 2.02×10sO	 3.79×10sO	 5.46×10sO	Cª	 1.20×10¸	 6.42×10t	 4.45×10t	
地面	 length	 3.00×10sB	 3.00×10sB	 3.00×10sB	










シミュレータ構築には Dymola を用いた 98．Dymola は複数エンジニアリング分野のシミュレー
ションに用いられる．ライブラリには Berkeley lab が提供する，Modelica Building library を使用し
た．シミュレーションのサンプリング間隔は１秒とし，室温の観測値は１分間隔，欠損値が発生し
た場合は直近で取得した観測値を使用する． 
在室人数を考慮した温熱収支モデルを用いて，10 時半から 14 時半までの 4 時間を対象に
シミュレーションを実行した．図 62 で示した温熱変化は部屋番号 101 にて計測・予測した温熱
変化の様子である．在室人数を考慮した温熱モデルに加え，考慮していない温熱モデルの予
測結果も記述している．破線は空調機の動作状況を 1 or 0 で示しており，12 時 20 分まで 296 
Kelvin を目標として動作している．在室人数を考慮した温熱モデルと，考慮していない温熱モデ







キャンパス 12 棟にて実験を行う． 
6.6.1 学習効率指標に関する事前実験 
	











認実験を行った．CO2 が 1,000ppm を上回らないよう換気扇制御を行い，PMV が-0.24 となるよう
5 分ごとに空調機を制御した．室内に 6 人在室する状態で 60 分間制御を行い，15 分ごとにアン
















期に消費電力の削減効果が見込まれる．そこで，第 3 章にて構築したシステムを用いて 2013 年
12 月 10 日，18 日，25 日の 3 日間冬期実験を行った．実験の評価として，6.4.1 で述べた以下
3 つの制御手法を用いた．まず空調機への介入を一切しない制御なし，次に PMV を考慮した
	




ON-OFF 制御，最後に学習効率を考慮した ON-OFF 制御である．その結果を表 33 へ示す．
表 33 において，積算消費電力は施設全体の消費電力量の積算値であり，積算ガス流量はガス
ヒートポンプによるガス消費量である．また延べ人数は，CO2 濃度センサより推定した授業中に
在室した人数の平均を 1 時限目から 5 時限目まで累計した人数である．平均学習効率は，学習
効率指標の平均値である．また，対象となる環境ではガスヒートポンプによる空調機器が導入さ
れており，総エネルギー削減量の比較をするため，表 33 において CO２換算を行なった．ガスお
よび電力の換算係数は，それぞれ東京ガス 99 から 2.19 [kg-CO2/m
3]，環境省事業者別排出係
数等一覧 100 から4.63×10sB [kg-CO2/kWh]を使用した． 
• 電力削減量の結果 
積算電力量は，学習効率指標を用いたピークカット制御では 55.1 [kWh]であり，制御しない
場合と PMV を用いたピークカット制御ではそれぞれ 70.6 [kWh]，64.6 [kWh]となった．室内環境
評価指標の比較では，目標温度が低い学習効率指標が PMV を用いてピークカット制御した場
合と比べて 14.8%省エネ化できた．さらに，ピークカット制御による省エネ効果は，少なくとも PMV
で室内環境評価した場合に 8.49%の削減効果があった．加えて，学習効率指標と PMV どちらの
場合もピーク電力を 10.0%削減できたことから，本エネルギーサービスを導入して 1 年間制御を
継続した場合，大教室 5 部屋，中教室 6 部屋，小教室 5 部屋，総延べ床面積 1991.38 [m２]から
なる大学の教室棟において，年間の基本料金を約 130 万円削減することが可能である． 
• CO2 削減量の結果 
積算ガス流量は，学習効率指標では 33.5[m3]であり，制御しない場合と PMV 制御手法では
それぞれ 34.9 [m3]，38.5[m3]となった．同様に，積算電力量と積算ガス流量をそれぞれ CO2 に
変換し合算した結果，それぞれ 101 [kg-CO2]，121 [kg-CO2]，110 [kg-CO2]となった．室内環境
評価指標の比較では，学習効率指標が PMV を用いてピークカット制御した場合と比べて，
8.20%の CO2 削減効果があることがわかった．さらに，ピークカット制御による CO2 削減効果は，
少なくとも PMV で室内環境評価した場合に 9.10%の削減効果があった． 
PMV の快適域は PMV=+0.5 を上限としており，部屋を必要以上に暖めることがない．そのた
め，常に空調機を動作させることがなくなり，結果的に CO2 削減量が増大した．また，PMV と学
習効率指標はそれぞれ PMV=0，PMV=-0.23 を超えると空調機が停止する．そのため冬期実験
では学習効率指標で室内環境を評価した方が，暖房の消費エネルギー量が小さくなる．実際に































12/25	 PMV	 6.5(8.6)	 64.6	 34.9	 802	 1.99	 29.9	 79.9	 110	
12/18	 学習効率	 6.2(7.8)	 55.1	 33.5	 1176	 2.02	 25.5	 76.7	 101	





次に，各制御手法における学習効率と PMV について検討を行う．表 33 において，それぞれ
の学習効率を比較すると，学習効率指標を室内環境指標として用いたピークカット制御では，

























実験結果から，大教室 5 部屋，中教室 6 部屋，小教室 5 部屋，総延べ床面積 1991.38 [m２]
からなる，50 [kWh]の室外機が設置された教育棟において，PMV と学習効率指標のどちらもエ
ネルギー削減に効果的であり，特に外気温の低い冬期は学習効率指標の方が PMV よりエネル



















２都市を対象として 2009 年に EV・PHV タウン，および次世代エネルギー社会システム実証地域
へ選定が決定し，低炭素化と QoL の両立を目指した実証実験が開始した．スマートグリッドにて
エネルギーサービスを提案する上で重要な制御技術となるのが，電気自動車のストレージを系
統安定化へ応用した V２G，そして建物の電力需要機器を統合制御した EMS である．スマートグ
リッドにおける国際標準規格を議論する上で，人・物・場所の特性を活用したエネルギーサービ
スの実証経験がますます重要となった 2010 年〜2013 年の状況を踏まえ，スマートグリッドにて
提供されるスマートなエネルギーサービスの提案および実証を行った． 
第 3 章および第 5 章では，一つ目のエネルギーサービスとして，五島列島での主要な交通施
設である福江港ターミナルビルの駐車情報を利用し，EV ストレージを用いた電力負荷平準化効
果をシミュレーションにより評価した．第 3 章では，近年注目が集まる EV の導入動向，および国
際標準化案件について述べた．走行距離や無線給電技術の向上，さらには環境負荷軽減の目











界初であった大容量リチウムイオン二次電池を搭載した EV を 150 台導入し，その利用状況に
基づき福江港ターミナルビルの電力需要平準化効果を評価するシミュレート環境の構築と実験
を行った． 


























第 4 章および第 6 章では，二つ目のエネルギーサービスとして，教育施設を対象とした空調
機器制御を行った．知的生産性を考慮した室内評価指標を活用し，冬期ピークカット制御により




































ークカット制御を用いた．実験の結果，大教室 5 部屋，中教室 6 部屋，小教室 5 部屋，総延べ
床面積 1991.38 [m２]からなる大学の教室棟において，室内の知的生産性を維持しつつ，電力ピ
ークカット効果により 10%の年間電力ピーク削減，さらには一般的な温熱快適性指標と比較し一































すべき施設の面積は，文部科学省の報告書によると 101, 102 公立学校施設での校舎の総面積が1.8×10¹ [m2]，公立図書館が3.9×10t	[m2] そして内閣府調査会の発表では 103 国公私立大学
および研究機関が6.0×10¸	[m2]となる．そのため概算となるが，全ての施設が温熱快適性指標




経済産業省の報告書 31 から，EV および充電インフラが 100%導入した場合の削減見積もりを算
出する．2030 年目標の充電インフラ導入量が，大型商用施設では 3,000 店舗(EV0.9 万台分)，
宿泊施設では 12,000 店舗(EV0.5 万台分)，観光施設では 890 施設(EV0.1 万台分)，遊戯施設
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